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２０２５年度全国知事会決算概要 

 

① 当期収入合計額 ： 576,659 千円 

 金 額 備 考 

分担金収入 478,140千円 47 都道府県からの分担金 

 

負担金等収入 86,241 千円 (公財)都道府県センターからの 

地方自治振興事業助成金、 

共通経費負担金 等 

その他 12,278 千円 特定資産（退職給付引当資産等）の

運用収入及び取崩収入 等 

 

② 当期支出合計額 ： 605,669 千円 

 金 額 備 考 

事業活動支出 578,631千円 知事会議や委員会の開催、広報、 

国際、調査、研究等に係る支出 

（うち、主な内訳） 

 人件費 

 賃借料 

全国知事会議 

国際交流 

 

 

382,466 千円 

69,137 千円 

38,195 千円 

9,979 千円 

 

・職員給与及び社会保険事業主負担分 

・事務室使用料 等 

・全国知事会議（青森県）の開催経費 等 

・日韓知事会議、海外プロモーション関係

経費 等 

固定資産取得支出 3,177 千円 固定資産（複合機等）支出 等 

 

その他 23,861 千円 退職給付金の積立に係る支出 

 

③当期収支差額（①－②）：▲29,010 千円 

※次期繰越収支差額：414,310 千円 

 



2025年度全国知事会決算概要(増減比較)

１．前年度からの増減（主なもの）

（収入）

都道府県ｾﾝﾀｰ負担金 10百万円　

　→業務システム保守体制増強に伴う人件費増　による。

（支出）

人件費 29百万円

　→　職員数増、及び給与改定のため

全国知事会議 18百万円

　→　会場費他運営経費の増のため。

賃借料 10百万円

　→　都道府県センターの管理料等引き上げのため

通信運搬費 2百万円

　→　ライセンス料などの単価値上げのため

国際交流 1百万円

　→　日韓知事会議参加のための訪韓による増。

２．比較表

単位：百万円

2025年度(A) 2024年度(A) 差異(A)－(B)

568 554 14

478 478 0

43 33 10

39 39 0

579 511 68

382 353 29

38 20 18

69 59 10

22 20 2

10 9 1

9 0 9

27 70 ▲ 43

0 2 ▲ 2

0 0 0

▲ 29 ▲ 28 ▲ 1

443 471 ▲ 28

414 443 ▲ 29
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（単位：円）

(1) 2,040,000 2,243,793 △ 203,793
① 2,040,000 2,243,793 △ 203,793

・ 減価償却積立資産利息収入 40,000 90,862 △ 50,862
・ 退職給付引当資産利息収入 2,000,000 2,152,931 △ 152,931

(2) 478,150,000 478,140,000 10,000
① 478,150,000 478,140,000 10,000

・ 都道府県分担金収入 478,140,000 478,140,000 0 都道府県からの分担金

・ 特別分担金収入 10,000 0 10,000
(3) 80,402,000 86,241,042 △ 5,839,042

① 80,402,000 86,241,042 △ 5,839,042
・ センター負担金等収入 75,687,000 81,703,571 △ 6,016,571

　共通経費負担金 27,927,000 31,379,018
　都道府県ｾﾝﾀｰ職員退職給付負担金 8,770,000 11,334,553
　地方自治振興事業助成金 38,990,000 38,990,000

・ 協議会負担金収入 4,715,000 4,537,471 177,529
(4) 650,000 1,449,076 △ 799,076

① 650,000 1,449,076 △ 799,076
・ 受取利息収入 600,000 627,701 △ 27,701 定期預金利息

・ 雑収入 50,000 821,375 △ 771,375
561,242,000 568,073,911 △ 6,831,911

 2.事業活動支出

(1) 525,056,000 448,790,170 76,265,830
① 438,934,000 390,088,138 48,845,862

・ 給料手当支出 294,600,000 262,446,186 32,153,814 給料 37,796,020 円

給料（派遣） 99,306,401 円

扶養手当 239,200 円

扶養手当（派遣） 1,284,000 円

管理職手当 1,773,360 円

管理職手当（派遣） 9,938,399 円

地 域 手 当 3,319,500 円

地域手当（派遣） 22,113,759 円

住 居 手 当 1,281,200 円

住居手当（派遣） 504,000 円

単身赴任手当（派遣） 2,900,000 円

超過勤務手当 1,031,553 円

超過勤務手当（派遣） 3,186,238 円

通 勤 手 当 1,143,074 円

通勤手当（派遣） 3,029,940 円

期末勤勉手当 18,134,106 円

期末勤勉手当（派遣） 55,465,436 円

・ 法定福利費支出 50,400,000 43,947,636 6,452,364 団体共済組合負担金 9,361,246 円

健康保険負担金 3,655,256 円

共済費負担金（派遣） 29,038,499 円

労働保険負担金（派遣含） 1,892,635 円

・ 福利厚生費支出 1,751,000 1,164,958 586,042
・ 職員研修費支出 1,370,000 231,532 1,138,468

事業活動収入計

事業費支出

事業共通費支出 総務部職員9名(一部)・調査第一部、調

査第二部、調査第三部職員27名(都道府

県派遣職員20名含む)及び分権職員3名
人件費･その他共通経費

健康診断事業主負担金（派遣含）

収 支 計 算 書
2025年4月1日から2026年3月31日まで

科　　　　　　目 現計予算額 (A) 決算額 (B) 差異 (A-B) 備　　　　考

Ⅰ 事業活動収支の部

 1.事業活動収入

特定資産運用収入

特定資産利息収入

分担金収入

分担金収入

負担金等収入

負担金等収入

雑収入

雑収入

1



（単位：円）

・ 印刷製本費支出 3,780,000 1,314,037 2,465,963
・ 通信運搬費支出 17,397,000 14,454,895 2,942,105 通信料、電話料等

・ 光熱水料費支出 672,000 465,809 206,191 電気、水道料

・ 賃借料支出 48,522,000 48,406,697 115,303
・ 保守費支出 9,407,000 8,044,652 1,362,348
・ 支払負担金支出 8,670,000 8,667,093 2,907
・ 委託費支出 462,000 400,978 61,022
・ 消耗品費支出 1,893,000 543,665 1,349,335 事務用品等購入費等

・ 支払利息支出 10,000 0 10,000
② 39,137,000 38,195,104 941,896

・ 旅費交通費支出 3,665,000 3,031,441 633,559
・ 会議費支出 29,696,000 29,695,265 735
・ 諸謝金支出 708,000 707,624 376
・ 印刷製本費支出 100,000 0 100,000
・ 通信運搬費支出 4,674,000 4,673,303 697 全国知事会議中継費用

・ 消耗品費支出 50,000 11,064 38,936
・ 雑支出 244,000 76,407 167,593

③ 9,511,000 5,484,838 4,026,162
・ 旅費交通費支出 2,066,000 1,974,628 91,372
・ 会議費支出 4,410,000 2,528,768 1,881,232
・ 諸謝金支出 2,625,000 643,656 1,981,344
・ 通信運搬費支出 400,000 337,786 62,214
・ 雑支出 10,000 0 10,000

④ 2,906,000 1,307,206 1,598,794
・ 旅費交通費支出 2,084,000 757,131 1,326,869
・ 会議費支出 158,000 12,000 146,000
・ 諸謝金支出 10,000 0 10,000
・ 印刷製本費支出 10,000 0 10,000
・ 図書購入費支出 634,000 538,075 95,925
・ 雑支出 10,000 0 10,000

⑤ 2,754,000 1,853,225 900,775
・ 旅費交通費支出 10,000 0 10,000
・ 会議費支出 300,000 0 300,000
・ 諸謝金支出 165,000 0 165,000
・ 通信運搬費支出 10,000 0 10,000
・ 賃借料支出 2,236,000 1,845,525 390,475
・ 委託費支出 23,000 7,700 15,300
・ 雑支出 10,000 0 10,000

⑥ 28,821,000 9,979,882 18,841,118 国際交流等経費

・ 旅費交通費支出 16,393,000 8,717,526 7,675,474
・ 会議費支出 6,070,000 467,828 5,602,172 日韓知事会議開催経費

・ 翻訳料支出 2,430,000 107,250 2,322,750 書簡、お礼状等翻訳料

・ 通信運搬費支出 1,082,000 69,010 1,012,990
・ 雑支出 2,846,000 618,268 2,227,732

⑦ 1,662,000 1,402,150 259,850
・ 旅費交通費支出 10,000 0 10,000
・ 会議費支出 10,000 0 10,000
・ 諸謝金支出 1,552,000 1,394,000 158,000
・ 印刷製本費支出 10,000 0 10,000
・ 図書購入費支出 30,000 0 30,000
・ 通信運搬費支出 30,000 8,150 21,850
・ 委託費支出 10,000 0 10,000
・ 雑支出 10,000 0 10,000

地方自治先進政策センター関係費支出 地方自治先進政策センター運営経費

行財政調査費支出 行財政に関する調査等経費

広報費支出 ウェブサイト管理経費等

ウェブサイト保守等に関する費用

国際交流関係費支出

日韓知事会議のための渡航費等

コピー機使用料

事務室使用料等

清掃業務委託費

全国知事会議関係費支出 全国知事会議・理事会等経費

出張旅費

会議室使用料等

委員会関係費支出 常任委員会・特別委員会等経費

有識者への謝金(セッション)

地方自治確立対策協議会への負担金等

業務システム保守費等

科　　　　　　目 現計予算額 (A) 決算額 (B) 差異 (A-B) 備　　　　考
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（単位：円）

⑧ 1,331,000 479,627 851,373
・ 給料手当支出 10,000 0 10,000
・ 旅費交通費支出 1,000,000 251,217 748,783
・ 通信運搬費支出 221,000 206,410 14,590
・ 雑支出 100,000 22,000 78,000

525,056,000 448,790,170 76,265,830
(2) 131,179,000 122,693,547 8,485,453

① 131,179,000 122,693,547 8,485,453
・ 給料手当支出 65,400,000 64,886,799 513,201 給 料 33,075,780 円

扶養手当 151,800 円

管理職手当 1,589,040 円

地域手当 11,605,540 円

住居手当 436,800 円

超過勤務手当 741,050 円

通勤手当 920,556 円

期末勤勉手当 16,366,233 円

・ 法定福利費支出 12,600,000 11,185,908 1,414,092 団体共済組合負担金 7,656,857 円

健 康 保 険 負 担 金 3,302,672 円

労 働 保 険 負 担 金 226,379 円

・ 福利厚生費支出 564,000 310,743 253,257
・ 職員研修費支出 220,000 84,322 135,678
・ 旅費交通費支出 3,430,000 2,867,624 562,376
・ 交際費支出 600,000 169,280 430,720
・ 諸謝金支出 2,024,000 1,755,600 268,400
・ 印刷製本費支出 1,760,000 673,149 1,086,851  

・ 図書購入費支出 950,000 858,914 91,086
・ 消耗品費支出 947,000 611,480 335,520 事務用品購入費等

・ 通信運搬費支出 9,114,000 8,036,361 1,077,639 通信料・電話料等

・ 賃借料支出 20,831,000 20,730,758 100,242
・ 光熱水料費支出 288,000 199,631 88,369
・ 保守費支出 4,032,000 3,447,708 584,292
・ 修繕費支出 1,000,000 754,556 245,444
・ 委託費支出 5,373,000 5,184,976 188,024
・ 支払利息支出 10,000 0 10,000
・ 雑支出 2,036,000 935,738 1,100,262

131,179,000 122,693,547 8,485,453
(3) 40,000,000 7,148,088 32,851,912

① 40,000,000 7,148,088 32,851,912
・ 退職給付支出 40,000,000 7,148,088 32,851,912

40,000,000 7,148,088 32,851,912

696,235,000 578,631,805 117,603,195△ 134,993,000 △ 10,557,894 △ 124,435,106

監査法人等への報酬

退職給付支出計

事業活動支出計

事業活動収支差額

人材派遣委託費等

振込手数料等

管理費支出計

退職給付支出

退職給付支出

業務システム保守費等

災害対応費支出 災害対応経費

事業費支出計

管理費支出

管理費支出 総務部職員9名人件費(一部)･その他共通経費

事務室使用料等

全国知事会災害対応訓練

科　　　　　　目 現計予算額 (A) 決算額 (B) 差異 (A-B) 備　　　　考
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（単位：円）

(1) 41,437,000 8,585,747 32,851,253
① 1,437,000 1,437,659 △ 659

・ 減価償却積立資産取崩収入 1,437,000 1,437,659 △ 659
② 40,000,000 7,148,088 32,851,912

・ 退職給付引当資産取崩収入 40,000,000 7,148,088 32,851,912
41,437,000 8,585,747 32,851,253

(1) 22,632,000 23,861,032 △ 1,229,032
① 22,632,000 23,861,032 △ 1,229,032

・ 退職給付引当資産取得支出 22,632,000 23,861,032 △ 1,229,032
(2) 6,410,000 3,177,424 3,232,576

① 4,610,000 3,177,424 1,432,576
・ 什器備品購入支出 4,610,000 3,177,424 1,432,576

② 1,800,000 0 1,800,000
・ ソフトウェア購入支出 1,800,000 0 1,800,000

29,042,000 27,038,456 2,003,544
12,395,000 △ 18,452,709 30,847,709

0 0 0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

10,000,000 -                        10,000,000

△ 132,598,000 △ 29,010,603 △ 103,587,397
471,336,000 443,321,429 28,014,571
338,738,000 414,310,826 △ 75,572,826

財務活動支出計

財務活動収支差額

Ⅳ 予備費支出

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

ソフトウェア購入支出

投資活動支出計

投資活動収支差額

Ⅲ 財務活動収支の部

 1.財務活動収入

財務活動収入計

 2.財務活動支出

特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出

固定資産取得支出

什器備品購入支出

複合機、蓄電池購入

 1.投資活動収入

特定資産取崩収入

減価償却積立資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入

投資活動収入計

 2.投資活動支出

科　　　　　　目 現計予算額 (A) 決算額 (B) 差異 (A-B) 備　　　　考

Ⅱ 投資活動収支の部
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(単位：円)

410,056,626 368,433,934

35,567,962 55,958,984

146,507 0

445,771,095 424,392,918

99,074 7,730,488

2,350,592 2,351,604

2,449,666 10,082,092

443,321,429 414,310,826

合      計

次期繰越収支差額

未払金

預り金

２.次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

科　　　  目 前期末残高 当期末残高

現金預金

未収金

前払金

合      計

収支計算書に対する注記

１.資金の範囲

　資金の範囲には、現金預金、未収金、未払金及び預り金を含めている。

　なお、前期末及び当期末残高は、下表２に記載するとおりである。
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（単位：円）

Ⅰ　資　産　の　部

現 金 預 金 368,433,934 410,056,626 △ 41,622,692
未 収 金 55,958,984 35,567,962 20,391,022
前 払 金 0 146,507 △ 146,507

流 動 資 産 合 計 424,392,918 445,771,095 △ 21,378,177

　 (1)　特　定　資　産

減 価 償 却 積 立 資 産 31,603,175 33,040,834 △ 1,437,659
退 職 給 付 引 当 資 産 264,832,328 248,119,384 16,712,944

特 定 資 産 合 計 296,435,503 281,160,218 15,275,285
     (2)　そ　の　他　固　定　資　産

什 器 備 品 4,932,763 2,815,456 2,117,307
ソ フ ト ウ ェ ア 24,461,069 35,440,762 △ 10,979,693
投 資 有 価 証 券 50,000,000 50,000,000 0

その他固定資産合計 79,393,832 88,256,218 △ 8,862,386
固 定 資 産 合 計 375,829,335 369,416,436 6,412,899
資   産   合   計 800,222,253 815,187,531 △ 14,965,278

Ⅱ　負　債　の　部

未 払 金 7,730,488 99,074 7,631,414
預 り 金 2,351,604 2,350,592 1,012
賞 与 引 当 金 34,237,271 31,553,866 2,683,405

流 動 負 債 合 計 44,319,363 34,003,532 10,315,831

退 職 給 付 引 当 金 264,832,328 248,119,384 16,712,944
固 定 負 債 合 計 264,832,328 248,119,384 16,712,944
負   債   合   計 309,151,691 282,122,916 27,028,775

Ⅲ　正 味 財 産 の 部

　１．指 定 正 味 財 産
指 定 正 味 財 産 0 0 0

指定正味財産合計 0 0 0
　２．一 般 正 味 財 産

一 般 正 味 財 産 491,070,562 533,064,615 △ 41,994,053
（うち特定資産への充当額） (31,603,175) (33,040,834) (△1,437,659)

一般正味財産合計 491,070,562 533,064,615 △ 41,994,053
正 味 財 産 合 計 491,070,562 533,064,615 △ 41,994,053

負債及び正味財産合計 800,222,253 815,187,531 △ 14,965,278

　２．固　定　負　債

貸　　借　　対　　照　　表
（2026年3月31日現在）

科　        目 当　年　度 前　年　度 増　　減

　１．流　動　資　産

　２．固　定　資　産

　１．流　動　負　債
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 経　常　増　減　の　部

１．経　常　収　益

(1)　特  定  資  産  運  用  益 2,243,793 65,845 2,177,948

① 減価償却積立資産受取利息 90,862 8,305 82,557

② 退職給付引当資産受取利息 2,152,931 57,540 2,095,391

(2)　受　　取　　分　　担　　金 478,140,000 478,140,000 0

① 受取都道府県分担金 478,140,000 478,140,000 0

(3)　受　　取　　負　　担　　金　　等 86,241,042 76,132,231 10,108,811

① 受取センター負担金等 81,703,571 71,928,901 9,774,670

共 通 経 費 負 担 金 31,379,018 24,106,491 7,272,527

都道府県ｾﾝﾀｰ職員退職給付負担金 11,334,553 8,832,410 2,502,143

地 方 自 治 振 興 事 業 助 成 金 38,990,000 38,990,000 0

② 受取協議会負担金 4,537,471 4,203,330 334,141

(4)　雑　　収　　益 1,449,076 37,704 1,411,372

① 受  取  利  息 627,701 37,704 589,997

② 雑　　収　　益 821,375 0 821,375

経   常   収   益   計 568,073,911 554,375,780 13,698,131

２．経　常　費　用

(1) 　事　　業　　費

① 事　業　共　通　費 401,133,557 364,894,186 36,239,371

給 料 手 当 245,184,397 222,834,607 22,349,790

賞 与 引 当 金 繰 入 額 23,291,539 21,157,762 2,133,777

法 定 福 利 費 40,535,438 36,995,872 3,539,566

福 利 厚 生 費 1,164,958 1,059,790 105,168

職 員 研 修 費 231,532 165,044 66,488

印 刷 製 本 費 1,314,037 1,688,323 △ 374,286

通 信 運 搬 費 14,454,895 12,812,192 1,642,703

光 熱 水 料 費 465,809 500,770 △ 34,961

賃 借 料 48,406,697 41,002,318 7,404,379

保 守 費 8,044,652 6,593,587 1,451,065

支 払 負 担 金 8,667,093 9,409,400 △ 742,307

減 価 償 却 費 8,427,867 9,329,446 △ 901,579

委 託 費 400,978 437,828 △ 36,850

消 耗 品 費 543,665 904,409 △ 360,744

支 払 利 息 0 2,838 △ 2,838

② 全 国 知 事 会 議 関 係 費 38,195,104 20,380,926 17,814,178

旅 費 交 通 費 3,031,441 2,853,034 178,407

会 議 費 29,695,265 15,199,858 14,495,407

諸 謝 金 707,624 529,111 178,513

通 信 運 搬 費 4,673,303 1,689,530 2,983,773

消 耗 品 費 11,064 19,393 △ 8,329

雑 費 76,407 90,000 △ 13,593

 Ⅰ　一 般 正 味 財 産 増 減 の 部

正　味　財　産　増　減　計　算　書　
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

（単位：円）

科　          目 当　年　度 前　年　度 増　　減
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③ 委　員　会　関　係　費 5,484,838 6,237,665 △ 752,827

旅 費 交 通 費 1,974,628 2,295,165 △ 320,537

会 議 費 2,528,768 2,958,776 △ 430,008

諸 謝 金 643,656 636,240 7,416

通 信 運 搬 費 337,786 347,484 △ 9,698

④ 行　財　政　調　査　費 1,307,206 1,873,544 △ 566,338

旅 費 交 通 費 757,131 1,096,725 △ 339,594

会 議 費 12,000 4,240 7,760

印 刷 製 本 費 0 267,300 △ 267,300

図 書 購 入 費 538,075 505,279 32,796

⑤ 広　報　費 1,853,225 1,769,900 83,325

賃 借 料 1,845,525 1,762,200 83,325

委 託 費 7,700 7,700 0

⑥ 国　際　交　流　関　係　費 9,979,882 9,030,364 949,518

旅 費 交 通 費 8,717,526 6,103,220 2,614,306

会 議 費 467,828 1,856,411 △ 1,388,583

翻 訳 料 107,250 288,750 △ 181,500

通 信 運 搬 費 69,010 505,889 △ 436,879

雑 費 618,268 276,094 342,174

⑦ 地方自治先進政策センター関係費 1,402,150 1,342,000 60,150

諸 謝 金 1,394,000 1,342,000 52,000

通 信 運 搬 費 8,150 0 8,150

⑧ 災　害　対　応　費 479,627 414,532 65,095

旅 費 交 通 費 251,217 227,948 23,269

通 信 運 搬 費 206,410 186,584 19,826

雑 費 22,000 0 22,000

事   業   費   計 459,835,589 405,943,117 53,892,472

(2)　管　　理　　費

給 料 手 当 54,929,301 51,340,793 3,588,508

賞 与 引 当 金 繰 入 額 10,945,732 10,396,104 549,628

法 定 福 利 費 10,263,527 9,361,533 901,994

福 利 厚 生 費 310,743 347,846 △ 37,103

職 員 研 修 費 84,322 23,350 60,972

旅 費 交 通 費 2,867,624 1,867,015 1,000,609

交 際 費 169,280 123,120 46,160

（単位：円）

科　          目 当　年　度 前　年　度 増　　減
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諸 謝 金 1,755,600 1,676,400 79,200

印 刷 製 本 費 673,149 730,489 △ 57,340

図 書 購 入 費 858,914 838,314 20,600

消 耗 品 費 611,480 603,419 8,061

通 信 運 搬 費 8,036,361 7,348,038 688,323

賃 借 料 20,730,758 17,557,450 3,173,308

光 熱 水 料 費 199,631 214,615 △ 14,984

保 守 費 3,447,708 2,825,823 621,885

減 価 償 却 費 3,611,941 3,998,331 △ 386,390

修 繕 費 754,556 715,770 38,786

委 託 費 5,184,976 5,974,072 △ 789,096

支 払 利 息 0 1,215 △ 1,215

雑 費 935,738 914,927 20,811

管   理   費   計 126,371,341 116,858,624 9,512,717

(3)　退 職 給 付 費 用

退 職 給 付 費 用 12,526,479 10,373,830 2,152,649

出 向 者 退 職 給 付 費 用 11,334,553 8,832,410 2,502,143

退   職   給   付   費   用   計 23,861,032 19,206,240 4,654,792

経   常   費   用   計 610,067,962 542,007,981 68,059,981

　　　　　　　　 当 期 経 常 増 減 額 △ 41,994,051 12,367,799 △ 54,361,850

 経　常　外　増　減　の　部

１．経　常　外　収　益

経  常  外  収  益  計 0 0 0

２．経　常　外　費　用

(1)　固  定  資  産  除  却  損 2 0 2

什器備品除却損 2 0 2

経  常  外  費  用  計 2 0 2

当 期 経 常 外 増 減 額 △ 2 0 △ 2

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 △ 41,994,053 12,367,799 △ 54,361,852

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 533,064,615 520,696,816 12,367,799

　　　　　　　　一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 491,070,562 533,064,615 △ 41,994,053

　　　　　　　　当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0

　　　　　　　　指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 0 0 0

　　　　　　　　指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0

491,070,562 533,064,615 △ 41,994,053

 Ⅱ　指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

 Ⅲ　正  味  財  産  期  末  残  高

（単位：円）

科　          目 当　年　度 前　年　度 増　　減

9



 什器備品及びソフトウェア・・・定額法によっている。

 賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

 退職給付引当金・・・職員に対する退職金の期末要支給額に相当する金額を計上している。

 消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

200,000,000 195,280,000 △ 4,720,000
200,000,000 195,280,000 △ 4,720,000

政府関係機関債　１銘柄

合      計

５.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)
科　　　  目 帳簿価額 時　　価 評価損益

科　　　  目 当期末残高
(うち一般正味財

産からの充当額)
(うち負債に

対応する額)
(うち指定正味財

産からの充当額)

什器備品 40,110,654 35,177,891 4,932,763
ソフトウェア 55,330,458 30,869,389 24,461,069

合      計 296,435,503
退職給付引当資産

－ (31,603,175) (268,832,328)

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科　　　  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合      計 95,441,112 66,047,280 29,393,832

６.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

(単位：円)

264,832,328 － － (268,832,328)

特定資産

減価償却積立資産 31,603,175 － (31,603,175) －

合      計 281,160,218 23,861,032 8,585,747 296,435,503

３.特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

減価償却積立資産 33,040,834 0 1,437,659 31,603,175
退職給付引当資産 248,119,384 23,861,032 7,148,088 264,832,328

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科　　　  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

財務諸表に対する注記

　全国知事会は、公益法人会計基準（平成16年10月14日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議

申合せ）を採用している。

１.重要な会計方針

(1)  固定資産の減価償却の方法

(2)  引当金の計上基準

(3)  消費税等の会計処理

２.特定資産の増減額及びその残高

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

　地方自治振興事業助成金
公益財団法人
都道府県
センター

0 38,990,000 38,990,000 0 －

0 38,990,000 38,990,000 0合　　　　計
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（取引条件及び取引条件の決定方針等）

１．地方自治振興事業助成金の受取は、公益財団法人都道府県センター地方自治振興基金積立資産設置要綱に基づいて

　　受け取っている。

２．共通経費負担金の受取は、公益財団法人都道府県センターと共通する人件費や諸経費の負担割合に基づいて決定し

　　ている。

３．退職給付負担金の受取は、職員の出向に関する取決めに基づき、当期発生額を受け取っている。

　　なお、2025年度末時点の退職給付引当金のうち、出向職員に帰属する分は145,273,027円である。

４．管理料等の支払については、協定書に基づき事務室使用料等を支払っている。

５．資産総額は、2025年度決算の見込額を記載している。

７.関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

役員の

兼務等

事業上

の関係

共通経費負担金の

受取
31,379,018 未収金 31,379,018

退職給付負担金の
受取

11,334,553 未収金 11,334,553

管理料等の
支払

73,178,314 未払金 98,990

資産総額

被支配
法人等

公益財団
法人

都道府県
センター

東京都
千代田区
平河町

2丁目6番
3号

88,426,797,735

地方自治振興事業
助成金の受取

関係内容事業の

内容
又は職業

議決権

の所有
割合

都道府県
会館の管

理運営他

－

地方自治
の円滑な
運営と進
展に寄与

する事業
に対する
助成等

兼任
2名

取引の内容属性
法人等
の名称

住所 取引金額

38,990,000

科目

-

期末残高

0

(単位：円)
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368,433,934

小口現金 99,904

368,334,030

55,958,984

31,379,018

11,334,553

2,643,133

10,602,280

424,392,918

31,603,175

31,603,175

264,832,328

114,832,328

150,000,000

296,435,503

什 器 備 品 ファイアウォール機器等 4,932,763

ソフトウェア　 勤怠管理システム等 24,461,069

50,000,000

79,393,832

375,829,335

800,222,253

未 払 金 3月末で退職した職員に対する退職金等 7,730,488

預 り 金 3月分所得税・住民税等 2,351,604

賞 与 引 当 金 職員に対するもの 34,237,271

44,319,363

退 職 給 付 引 当 金 職員に対するもの 264,832,328

264,832,328

309,151,691

491,070,562

　　　　　　　　　　資　産　合　計

Ⅱ　負  債  の  部

1.　流　動　負　債

　　　　　　　　　　流　動　負　債　合  計

2.　固　定　負　債

　　　　　　　　　　固　定　資　産　合　計

政府関係機関債　　中日本高速道路社債

　　　　　　　　　　固　定　負　債　合  計

　　　　　　　　　　負　債　合　計

　　　　　　　　　　正　味　財　産

投資有価証券　　　　中日本高速道路社債

定期預金　　　   　  みずほ銀行:東京営業部

　　　　　　　　　　特　定　資　産　合　計

(2) そ の 他 固 定 資 産

　　　　　　　　　　そ の 他 固 定 資 産 合 計

2.　固　定　資　産

(1) 特 定 資 産

減　価　償　却　積　立　資　産　

定期預金　　　   　  みずほ銀行:東京営業部

退　職　給　付　引　当　資　産　

　　　　　　　　　　流　動　資　産　合　計

都道府県センター共通経費負担金

Ⅰ  資  産  の  部

1.　流　動　資　産

現 金 預 金

普通預金　　　  　   みずほ銀行:東京営業部

未 収 金

都道府県センター出向職員退職給付負担金

地方自治確立対策協議会地方分権改革推進本部共通経費負担金等

令和7年度海外プロモーション事業参加県負担金

財 　　産　　 目　 　録
（2026年3月31日現在）

(単位：円)
科　　　　目 金　　　　額
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　上記の通り収支計算書・貸借対照表・正味財産増減計算書並びに財産

目録を作成して提出する。

全　国　知　事　会

会 長 長 野 県 知 事 阿 部 守 一

　上記の計算書類を監査して正確であると認める。

監 事 山 形 県 知 事 吉 村 美 栄 子

令和8年6月25日

令和8年6月25日
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　上記の通り収支計算書・貸借対照表・正味財産増減計算書並びに財産

目録を作成して提出する。

全　国　知　事　会

会 長 長 野 県 知 事 阿 部 守 一

　上記の計算書類を監査して正確であると認める。

監 事 大 阪 府 知 事 吉 村 洋 文

令和8年6月25日

令和8年6月25日
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　上記の通り収支計算書・貸借対照表・正味財産増減計算書並びに財産

目録を作成して提出する。

全　国　知　事　会

会 長 長 野 県 知 事 阿 部 守 一

　上記の計算書類を監査して正確であると認める。

監 事 島 根 県 知 事 丸 山 達 也

令和8年6月25日

令和8年6月25日

15













 
 

 

 

 

 

  

 

令和７年度 

全国知事会業務報告書 

 

 

 

 

 

(令和 7.4.1～令和 8.3.31) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全 国 知 事 会 

  



 
 



 
 

目    次 

 

 

  

Ⅰ 活動の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．全国知事会議等の開催…………………………………………………… １ 

２．委員会等の開催…………………………………………………………… ３ 

３．農林商工関係……………………………………………………………… 13 

４．社会保障制度関係………………………………………………………… 13 

５．文教・スポーツ関係……………………………………………………… 15 

６．デジタル関係……………………………………………………………… 15 

７．災害対策・国民保護関係………………………………………………… 16 

８．地方分権改革関係………………………………………………………… 18 

９．国民運動本部関係………………………………………………………… 18 

10．地方創生・日本創造本部関係…………………………………………… 19 

11．東日本大震災復興協力本部関係………………………………………… 20 

12．デジタル社会推進本部関係……………………………………………… 21 

13．脱炭素・地球温暖化対策本部関係……………………………………… 21 

14．大阪・関西万博（２０２５年日本国際博覧会）推進本部関係……… 22 

15．子ども・子育て政策推進本部関係……………………………………… 22 

16．人口戦略対策本部関係…………………………………………………… 23 

17. 男女共同参画推進本部関係……………………………………………… 24 

18．アジア・アジアパラ競技大会推進本部関係…………………………… 24 

19．地方自治・民主主義の確立に向けた研究会関係……………………… 24 

20．領土関係…………………………………………………………………… 24 

21．広報関係…………………………………………………………………… 25 

22．地方自治法改正関係……………………………………………………… 25 

23．国際交流関係……………………………………………………………… 25 

24．自治医科大学負担金の改定について…………………………………… 26 

25．その他……………………………………………………………………… 26 

 

Ⅱ 付属資料 

 

 

 

 

１．全国知事会議等の開催状況……………………………………………… 27 

２．委員会等の開催状況……………………………………………………… 32 

３．国民運動本部の開催状況………………………………………………… 36 

４．地方創生・日本創造本部の開催状況…………………………………… 36 



 
 

 

 

 

５．東日本大震災復興協力本部の開催状況………………………………… 36 

６．デジタル社会推進本部の開催状況……………………………………… 36 

７．脱炭素・地球温暖化対策本部の開催状況…………………………… 36 

８．大阪・関西万博（２０２５年日本国際博覧会）推進本部の開催状況… 37 

９．子ども・子育て政策推進本部の開催状況……………………………… 37 

10．人口戦略対策本部の開催状況…………………………………………… 37 

11．男女共同参画推進本部の開催状況……………………………………… 38 

12．アジア・アジパラ競技大会推進本部の開催状況……………………… 38 

13．ウクライナ避難民受入に関する連絡調整本部の開催状況…………… 38 

14．くらしの安心確立調整本部の開催状況………………………………… 38 

15．地方六団体（地方自治確立対策協議会）の主な活動状況…………… 38 

16．全国知事会要望・声明等一覧…………………………………………… 39 

 



1 
 

Ⅰ 活動の概況 

令和７年度における本会の活動の概況は次のとおりである。 

 

１．全国知事会議等の開催 

(1) ７月２３日（水）、２４日（木）の２日間にわたり、青森県青森市において全国

知事会議を開催した。 

冒頭、現職のまま急逝された岸本前和歌山県知事に哀悼の意を表し、黙とうを行

った。 

その後、村井全国知事会会長（宮城県知事）及び地元開催県の宮下青森県知事に

よる挨拶に続き、新知事紹介（江崎岐阜県知事、鈴木秋田県知事、宮﨑和歌山県知

事）を行った。 

議事では、子ども･子育て、地方創生、人口減少、医療介護、国土強靱化、多文化

共生、選挙制度ほか、日本を取り巻く各行政分野の喫緊の課題について様々な議論

が交わされ、それぞれの課題に対する政策提言等を取りまとめた。 

さらに、村上総務大臣のオンライン参加のもと、地方税財政や地方創生等につい

て意見交換を行った。 

セッションでは、「若者や女性にも選ばれる地域づくり、分散型社会の構築（座

長 平井鳥取県知事）」、「持続可能な地域づくり（座長 花角新潟県知事）」、「多

文化共生（座長 鈴木静岡県知事）」、「農林水産物の輸出拡大（座長 新田富山県

知事）」の４つのテーマで参加知事が有識者とともに議論を重ね、全国知事会議に

おいて報告をした。 

また、１日目の会議終了後には、南海トラフ大地震の発生を想定した全国知事会

緊急広域災害対策本部の会議訓練を行い、大規模災害が発生した際の本会の対応に

ついて、対応手順の確認を行った。 

２日目には、令和８年７月の全国知事会議を鳥取県で開催することが決定され、

青森宣言を取りまとめた。 

これらにより、次の２６件の提言等を取りまとめた。 

①子どもの声を反映した政策の推進と国地方の協働強化に関する提言 

②地方創生・日本創造への提言 

③人口減少問題を克服し希望ある未来の創造に向けた緊急提言 

④２０４０年を見据えた医療・介護提供体制の構築に向けた提言 

⑤ジェンダー平等の実現に向けた提言 

⑥国土強靱化の推進、交通ネットワークの整備・維持及び持続可能な観光立国の

実現に向けた提言 

⑦地方税財源の確保・充実等に関する提言 

⑧デジタル社会の実現に向けた提言 

⑨脱炭素社会の実現に向けた対策の推進に関する提言 
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⑩教師を取り巻く環境整備に関する方策の推進について 

⑪地方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校や大学等の機能強化・振興に

ついて 

⑫ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言 

⑬米国による関税措置に関する提言 

⑭国産木材の需要拡大に向けた提言 

⑮農林水産物の輸出拡大に向けた提言 

⑯外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言 

⑰大規模災害への対応力強化に向けた提言 

⑱緊迫度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更なる充実に係る提言 

⑲原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言 

⑳東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための提言 

㉑地方分権改革の推進について 

㉒参議院選挙における合区の解消に関する決議 

㉓民主主義と地方自治の基盤である公明かつ適正な選挙の確保に関する緊急提言 

㉔令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 

㉕被災者生活再建支援基金追加拠出等についての申し合わせ 

㉖青森宣言 

報告事項は次の７件のとおり。 

①令和７年度日韓知事会議及び海外プロモーションについて 

②国スポの見直しに係る今後の議論の進め方について 

③「少子化の観点から結婚や子どもの法的保護等を巡る現状と課題について考え

る研究会」の中間報告及び今後の活動方針について 

④２０２４年度全国知事会決算について 

⑤総合戦略特別委員会の継続設置及び委員の選任について 

⑥自治医科大学 都道府県負担金の改定について 

⑦令和６年災害検証報告 

  

(2) ８月２６日（火）に都道府県会館において、全国知事会議を開催した。 

会議は、村井会長の会長任期満了（令和７年９月２日）に伴い開催され、候補者

１名により阿部長野県知事が新会長に選ばれた。 

 

(3) １１月２６日（水）に都道府県会館において、全国知事会議を開催した。 

会議では、阿部会長による挨拶の後、地方自治体の発注における適切な価格転嫁

など、全国知事会として率先して取り組むべき行動方針を宣言として確認するとと

もに、地方創生や食料安定供給の確保等の課題について、活発な議論が交わされた。 

これらにより、次の９件の提言等を取りまとめた。 
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①地方自治体の発注における適切な価格転嫁の実現に向けた行動宣言 

②地方創生・日本創造への提言 

③食料安定供給の確保に向けた水田政策等の充実・強化に関する提言 

④多文化共生社会の実現を目指す全国知事の共同宣言（国民へのメッセージ） 

⑤被災者生活再建支援基金への資金の拠出に係る決議 

⑥デジタル社会の実現に向けた提言 

⑦地域脱炭素移行の加速化に関する提言 

⑧令和８年度以降の海外プロモーションについて 

⑨いわゆる高校無償化を契機とした 高校・大学等の改革による人材育成の強化に

ついて 

続いて、次の７件について報告が行われた。 

①自治医科大学負担金の改定について 

②全国知事会男女共同参画推進本部の今後の活動について 

③アジア･アジパラ競技大会推進本部 今後の活動方針 

④令和７年参議院議員通常選挙および自由民主党総裁選挙に伴う国民運動本部の

活動について 

⑤地方自治・民主主義の確立に向けた研究会について 

⑥海外プロモーション/日韓知事会議報告 

⑦令和７年度先進政策大賞等優秀政策一覧 

 

なお、会議終了後、総理官邸において、政府主催全国都道府県知事会議が開催さ

れ、高市総理大臣及び各閣僚と知事との意見交換が行われた。会議終了後には都道

府県会館において、阿部会長が記者会見を行った。 

 
２．委員会等の開催 

常任委員会 

①  総務常任委員会 
 ４月９日、平井全国知事会副会長（鳥取県知事）とともに、西田公明党幹事長兼政治

改革本部長、古川総務大臣政務官、逢沢自由民主党選挙制度調査会長及び豊田参議院

政治改革に関する特別委員会委員長に対し、「公明かつ適正な選挙の確保に向けた提

言」について要請活動を実施した。 
 ７月２８日、平井副会長（鳥取県知事）とともに、西田公明党幹事長兼政治改革本部

長、冨樫総務副大臣及び渡辺衆議院政治改革に関する特別委員会委員長に対し、「民

主主義と地方自治の基盤である公明かつ適正な選挙の確保に関する緊急提言」につい

て要請活動を実施した。  
１１月１０日、委員会（書面）を開催し、「自治医科大学都道府県負担金改定につい 

て」を取りまとめた。 
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１１月１８日、総務省自治財政局長に対し、「自治医科大学都道府県負担金の改定

に伴う地方財政措置の拡充に関する要望」について要請活動を実施した。 
１１月１９日、杉本総務常任委員会委員長（福井県知事）及び平井全国知事会副会

長（鳥取県知事）が、櫻井参議院政治改革に関する特別委員会委員長と面会し、「民

主主義と地方自治の基盤である公明かつ適正な選挙の確保に関する緊急提言」につい

て意見交換を行った。 
②  地方税財政常任委員会 

６月３日、森山自由民主党幹事長、小野寺自由民主党政務調査会長に対し、

「消費税に関する緊急提言」について要請活動を実施した。 

６月６日、村井全国知事会長（宮城県知事）が、浜口国民民主党政務調査会

長、まえはら日本維新の会共同代表、中司日本維新の会国会議員団幹事長代行、

重徳立憲民主党政務調査会長、斉藤公明党代表、岡本公明党政務調査会長に対

し、「消費税に関する緊急提言」について要請活動を実施した。 

７月１日、委員会（ＷＥＢ）を開催し、「地方税財源の確保・充実等に関する

提言（案）」を取りまとめた。 
７月３０日、後藤自由民主党税制調査会小委員長及び森山自由民主党幹事長に

対し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」について要請活動を実施した。 
７月３１日、宮沢自由民主党税制調査会長、小野寺自由民主党政務調査会長、

冨樫総務副大臣、加藤財務大臣、西田公明党幹事長、岡本公明党政務調査会長及

び赤羽公明党税制調査会長に対し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」

について要請活動を実施した。 
８月２７日、村井全国知事会会長（宮城県知事）が、自由民主党総務部会関係

合同会議に出席し、地方六団体（全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市

長会、全国市議会議長会、全国町村会、全国町村議会議長会）を代表して令和８

年度予算等に関する要望を行った。 

８月２７日、全国知事会（村井会長（宮城県））、全国都道府県議会議長会（荒

巻副会長（京都府））、全国市長会（伊木副会長（鳥取県米子市））、全国市議

会議長会（松井地方財政委員長（兵庫県豊岡市））、全国町村会（棚野会長（北

海道白糠町））、全国町村議会議長会（中本会長（広島県安芸太田町））及び指

定都市市長会（今西神戸市副市長）が共同で、西田公明党幹事長、赤羽公明党税

制調査会長、宮沢自由民主党税制調査会長、森山自由民主党幹事長、後藤自由民

主党税制調査会小委員長に対し、『いわゆる「ガソリンの暫定税率」廃止に関す

る緊急提言』について要請活動を実施した。 

９月３日、全国知事会（阿部会長（長野県））、全国都道府県議会議長会（竹

内副会長（静岡県））、全国市長会（吉田副会長（埼玉県本庄市））、全国市議

会議長会（丸子会長（山形県山形市））、全国町村会（岩田副会長（千葉県東庄

町））、全国町村議会議長会（中本会長（広島県安芸太田町））が共同で、斎藤 

日本維新の会政務調査会長、重徳 立憲民主党政務調査会長、辰巳 日本共産党衆
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議院国会対策副委員長、山添 日本共産党政策委員長に対し、『いわゆる「ガソリ

ンの暫定税率」廃止に関する緊急提言』について要請活動を実施した。 

９月４日、全国知事会（阿部会長（長野県））、全国市議会議長会（池田副会

長（新潟県長岡市））、全国町村会（井上財政委員長（埼玉県毛呂山町））、全

国町村議会議長会（中本会長（広島県安芸太田町））、指定都市市長会（習田事

務局長）が共同で、浜口国民民主党政務調査会長に対し、『いわゆる「ガソリン

の暫定税率」廃止に関する緊急提言』について要請活動を実施した。 

１０月２３日、委員会（書面）を開催し、「令和８年度税財政等に関する提案」

を取りまとめた。 

１１月５日、木原官房長官、鈴木自由民主党幹事長、梶原総務大臣政務官、高橋財

務大臣政務官及び斎藤日本維新の会政務調査会長に対し、「総合経済対策に向けた提

言」及び「令和８年度税財政等に関する提案」について要請活動を実施した。 
１１月５日、金子内閣府大臣政務官に対し、「総合経済対策に向けた提言」につい

て要請活動を実施した。 
１１月１２日、石田自由民主党税制調査会副会長、上月自由民主党税制調査会幹事

及び山際自由民主党税制調査会小委員長に対し、「令和８年度税財政等に関する提案」

について要請活動を実施した。 

１１月１２日、自由民主党予算・税制等に関する政策懇談会に出席し、令和８

年度税財政等に関する提案等について意見を述べた。 

１１月１３日、古川内閣府大臣政務官、浜口国民民主党政務調査会長、本庄立憲民

主党政務調査会長、岡本公明党政務調査会長、小林自由民主党政務調査会長及び有村

自由民主党総務会長に対し、「総合経済対策に向けた提言」及び「令和８年度税財政

等に関する提案」について要請活動を実施した。 
１１月１３日、後藤自由民主党税制調査会小委員長代理、松島自由民主党税制調査

会副会長及び小野寺自由民主党税制調査会長に対し、「令和８年度税財政等に関する

提案」について要請活動を実施した。 
１１月１７日、鈴木自由民主党総務部会長に対し、「総合経済対策に向けた提言」

及び「令和８年度税財政等に関する提案」について要請活動を実施した。 
１１月１７日、坂本自由民主党地方税勉強会代表世話人に対し、「令和８年度税財

政等に関する提案」について要請活動を実施した。 
１１月２１日、「「強い経済」を実現する総合経済対策」が閣議決定されたことを

受けて、阿部全国知事会会長（長野県知事）、杉本総務常任委員会委員長（福井県知

事）、達増農林商工常任委員会委員会委員長（岩手県知事）、花角国土交通・観光常

任委員会委員長（新潟県知事）、内堀社会保障常任委員会委員長（福島県知事）、大

村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）、中村地方創生・日本創造本部本

部長(愛媛県知事)、村岡デジタル推進本部本部長（山口県知事） 、福田脱炭素・地球

温暖化対策本部本部長（栃木県知事） 、熊谷子ども・子育て政策進本部本部長（千葉

県知事） 、吉村男女共同参画推進本部本部長（山形県知事）との連名でコメントを発
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表した。 
１２月４日、赤羽公明党税制調査会会長及び中川公明党国会対策委員長、梅村日本

維新の会税制調査会会長に対し、「令和８年度税財政等に関する提案」について要請

活動を実施した。 
１２月１９日、自由民主党・日本維新の会が「令和８年度税制改正大綱」を決定し

たことを受け、阿部全国知事会会長（長野県知事）との連名でコメント「『令和８年

度与党税制改正大綱』について」を発表した。 
１２月２６日、国の令和８年度予算案の閣議決定を受け、阿部全国知事会会長（宮

城県知事）との連名によるコメント「国の令和８年度予算案の決定を受けて」を発表

し、地方六団体は、連名によるコメント「令和８年度地方財政対策についての共同声

明」を発表した。 
③ 農林商工常任委員会 

４月２２日、江藤農林水産大臣、国定内閣府大臣政務官及び加藤経済産業

大臣政務官に対し、「米国による相互関税等に関する緊急要請」について要

請活動を実施した。  
６月２３日、委員会（書面）を開催し、「令和８年度国の施策並びに予算

に関する提案・要望（案）」、「ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向

けた提言（案）」、「米国による関税措置に関する提言（案）」を取りまと

めた。  
７月８日、金子防衛大臣政務官及び庄子農林水産大臣政務官に対し、「高

病原性鳥インフルエンザ対応に関する緊急要請」について要請活動を実施し

た。  
８月４日、小泉農林水産大臣に対し、「米の安定的な供給と適正な価格形

成に向けた緊急提言」、「米国による関税措置に関する提言」、「ＬＸで切

り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言」、「令和８年度国の施策並びに

予算に関する提案・要望（農林水産関係）」について要請活動を実施した。  
８月４日、加藤経済産業大臣政務官に対し、「米国による関税措置に関す

る提言」、「ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言」、「令和

８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（商工労働関係）」につい

て、安藤厚生労働大臣政務官に対し、「ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実

現に向けた提言」、「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（商工労働関係）」について、国定内閣府大臣政務官に対し、「米国による

関税措置に関する提言」について要請活動を実施した。  
１０月２８日、越智経済産業大臣政務官に対し、「中小企業等の賃上げ環

境整備に関する緊急要望」について、要請活動を実施した。  
１０月３０日、委員会（書面）を開催し、「食料安定供給の確保に向けた

水田政策等の充実・強化に関する提言（案）」を取りまとめた。  
１２月１７日、広瀬農林水産大臣政務官に対し、「食料安定供給の確保に
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向けた水田政策等の充実・強化に関する提言」について要請活動を実施し

た。  
④ 国土交通・観光常任委員会 

６月２３日、委員会（書面）を開催し、「国土強靱化の推進、交通ネットワー

クの整備・維持及び持続可能な観光立国の実現に向けた提言（案）」及び「令和

８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（国土交通・観光関係）（案）」

を取りまとめた。 
７月２９日、山本国土強靱化推進室次長、西田公明党幹事長、赤羽公明党国土

交通部会顧問、中川公明党国土交通部会部会長代理、中野国土交通大臣、斎藤財

務副大臣、梶山自由民主党国土強靱化推進本部本部長代行に対し、「国土強靱化

の推進、交通ネットワークの整備・維持及び持続可能な観光立国の実現に向けた

提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（国土交通・観

光関係）」について要請活動を実施した。 
１０月１６日、委員会（書面）を開催し、「国土強靱化の推進、交通ネットワ

ークの整備・維持及び持続可能な観光立国の実現に向けた提言」を取りまとめた。 
１１月１３日、鈴木自由民主党幹事長、加藤国土交通大臣政務官、古川内閣府

大臣政務官に対し、「国土強靱化の推進、交通ネットワークの整備・維持及び持

続可能な観光立国の実現に向けた提言」について要請活動を実施した。 
⑤ 社会保障常任委員会 

５月１５日、仁木厚生労働副大臣に対し、「社会経済情勢を適切に反映した診

療報酬改定等に関する緊急要望」について要請活動を実施した。 
７月７日、委員会（ＷＥＢ）を開催し、「２０４０年を見据えた医療・介護提

供体制の構築に向けた提言（案）」、「令和８年度国の施策並びに予算に関する

提案・要望（社会保障関係）（案）」を取りまとめた。 
７月９日、全国知事会と日本医師会、日本病院会、全日本病院協会及び日本医

療法人協会との意見交換会が開催され、本会からは、村井全国知事会会長（宮城

県知事）、阿部同副会長・国民運動本部本部長（長野県知事）、平井同副会長・

人口戦略対策本部本部長（鳥取県知事）、内堀社会保障常任委員会委員長（福島

県知事）が出席し、社会経済情勢を適切に反映した診療報酬改定等について意見

交換を行った。 

８月２０日、仁木厚生労働副大臣に対し、「２０４０年を見据えた医療・介護

提供体制の構築に向けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提

案・要望（社会保障関係）」について要請活動を実施した。 
 １１月１１日、仁木厚生労働副大臣に対し、「地域医療及び介護・福祉サービ

ス提供体制の維持・確保に向けた緊急提言」について要請活動を実施した。 
１１月１８日、 「最高裁判決への対応に関する国と地方の協議」に出席し、平

成２５年生活扶助基準改定に関する令和７年６月２７日の最高裁判決を踏まえた

今後の対応の在り方について意見表明した。 
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１２月１０日、全国知事会と日本医師会との意見交換会が開催され、本会から

は、阿部全国知事会会長（長野県知事）、平井同副会長・人口戦略対策本部本部

長（鳥取県知事）、三日月同副会長・国民運動本部本部長（滋賀県知事）、内堀

社会保障常任委員会委員長（福島県知事）が出席し、地域医療提供体制の維持・

確保について意見交換を行った。 

⑥ 文教・スポーツ常任委員会 

４月２３日、あべ文部科学大臣に対し、「いわゆる『高校無償化』に関する緊

急提言」について要請活動を実施した。 
６月１７日、委員会（書面）を開催し、「令和８年度国の施策並びに予算に関

する提案・要望（文教関係）（案）」、「教師を取り巻く環境整備に関する方策

の推進について（案）」及び「地方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校

や大学等の機能強化・振興について（案）」を取りまとめた。 
８月６日、武部文部科学副大臣に対し、「教師を取り巻く環境整備に関する方

策の推進について」、「地方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校や大学

等の機能強化・振興について」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提

案・要望（文教関係）」について要請活動を実施した。 
１１月７日、委員会（書面）を開催し、「いわゆる高校無償化を契機とした高

校・大学等の改革による人材育成の強化について（案）」を取りまとめた。 
１１月１３日、中村文部科学副大臣に対し、「地域医療における大学病院の機

能強化と経営支援に向けた緊急提言」、「地域社会を支える国立大学の基盤的経

費拡充に向けた緊急提言」及び「高校・大学等の一貫した改革による、イノベー

ション創出や地方創生等を担う人材育成の強化に向けた緊急提言」について要請

活動を実施した。 
１２月１１日、松本文部科学大臣に対し、「いわゆる高校無償化を契機とした

高校・大学等の改革による人材育成の強化について」に係る要請活動を実施した。 
⑦ 環境・エネルギー常任委員会 

６月１８日、委員会（書面）を開催し、「令和８年度国の施策並びに予算に関する

提案・要望（環境関係・エネルギー関係）（案）」を取りまとめた。 
８月１８日、小林環境副大臣、五十嵐環境大臣政務官及び古賀経済産業副大臣に対

し、「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（環境関係・エネルギー関

係）」について要請活動を実施した。 
 

特別委員会 

① 総合戦略特別委員会 

４月２５日、特別委員会（ＷＥＢ）を開催し、「令和７年度夏の全国知事会議の開

催方法」及び「令和７年度夏の全国知事会議に向けた重点課題」について協議した。 

６月２０日、特別委員会（書面）を開催し、「参議院選挙における合区の解消に関

する決議（案）」を取りまとめた。 
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８月２１日、平井鳥取県知事、後藤田徳島県知事、濵田高知県知事、島根県ととも

に、古川国民民主党政治改革行政改革推進本部長、竹詰国民民主党政治改革行政改革

推進本部事務局長、岡田自由民主党憲法改正実現本部事務総長代行、関口参議院議長、

三浦公明党選挙対策委員長、谷合公明党参議院議員、平林公明党衆議院議員、原田公

明党参議院議員、枝野衆議院憲法審査会会長、重徳立憲民主党政務調査会長及び額賀

衆議院議長に対し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」について要請活

動を実施した。 

１１月１１日、韓国での海外プロモーション活動として、ソウル市内で「日韓国交

正常化６０周年記念 全国知事会・日本の小都市ＰＲイベント」及び「日韓国交正常

化６０周年記念 全国知事会・日本の小都市ＰＲレセプション」を実施し、１２県が

参加した。また、同日からＳＮＳを用いた「次の旅は、#日本の小都市へ。～２泊３日

ペア旅行が当たるクイズキャンペーン～」を展開した。 

１１月１９日、特別委員会（ＷＥＢ）を開催し、「令和８年度以降の海外プロモー

ション」について協議した。 

１１月２５日、平井鳥取県知事、濵田高知県知事、島根県、徳島県とともに、長浜 

参議院憲法審査会会長に対し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」につ

いて要請活動を実施した。 

２月１０日、鳥取県、島根県、徳島県、高知県とともに、石井参議院改革協議会座

長に対し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」について要請活動を実施

した。 

② 危機管理・防災特別委員会 

５月８日、北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受け、全国知事会会長との

連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対する抗議声明」を発表した。 

７月４日、特別委員会（ＷＥＢ）を開催し、「大規模災害への対応力強化に向

けた提言（案）」、「緊迫度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更なる充実

に係る提言（案）」、「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（災

害対策・国民保護関係）（案）」及び「被災者生活再建支援基金追加拠出等につ

いての申し合わせ（案）」を取りまとめた。 

８月１５日、青木内閣官房副長官に対し、「緊迫度を増す国際情勢等を踏ま

えた国民保護の更なる充実に係る提言」及び「令和８年度国の施策並びに予

算に関する提案・要望（災害対策・国民保護関係）」について要請活動を実施

した。 

８月１５日、古川総務大臣政務官に対し、「大規模災害への対応力強化に向

けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（災害対

策・国民保護関係）」について要請活動を実施した。 

８月１９日、横山内閣府政策統括官（防災担当）に対し、「大規模災害へ

の対応力強化に向けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する

提案・要望（災害対策・国民保護関係）」について要請活動を実施した。  
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９月１０日、特別委員会（書面）を開催し、「被災者生活再建支援基金への資

金の拠出に係る決議（案）」を取りまとめた。 
１１月７日、１月４日、１月２７日、３月１４日、北朝鮮が弾道ミサイルを発

射したことを受け、全国知事会会長との連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対

する抗議声明」を発表した。  
③  地方分権推進特別委員会 

５月９日、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（第十五次地方分権一括法）」の成立を受

け、地方三団体が共同で声明「第十五次地方分権一括法の成立について」を

発表した。  
６月１８日から７月１１日、特別委員会（書面）を開催し、「地方分権改革の

推進について（案）」を取りまとめた。 
７月３１日、古川総務大臣政務官に対し、「地方分権改革の推進について」に

ついて要請活動を実施した。 
８月１日、伊東地方創生担当大臣に対し、「地方分権改革の推進について」に

ついて要請活動を実施した。 
１２月２３日、「令和７年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議決定

されたことを受け、地方三団体が共同で声明「『令和７年の地方からの提案等

に関する対応方針』の閣議決定を受けて」を発表した。  
④ 原子力発電対策特別委員会 

６月１８日、７月４日、特別委員会（書面）を開催し、「原子力発電所の安全

対策及び防災対策に対する提言（案）」を取りまとめた。 
８月４日、金子原子力規制庁長官に対し、「原子力発電所の安全対策及び防

災対策に対する提言」について要請活動を実施した。  
８月５日、加藤経済産業大臣政務官、城内内閣府特命担当大臣（科学技術政

策）、及び勝目内閣府大臣政務官（原子力防災）に対し、「原子力発電所の安

全対策及び防災対策に対する提言」について要請活動を実施した。  
 

プロジェクトチーム 

① 男女共同参画プロジェクトチーム 

５月１３日、プロジェクトチーム会議（書面）を開催し、「第６次男女共同参

画基本計画に関する提言（案）」を取りまとめた。 

６月４日、三原内閣府特命担当大臣に対し、「第６次男女共同参画基本計画に

関する提言」について要請活動を実施した。 

６月１６日、プロジェクトチーム会議（書面）を開催し、「ジェンダー平等の

実現に向けた提言（案）」を取りまとめた。 

８月８日、安藤厚生労働大臣政務官、友納内閣府大臣政務官に対し、「ジェン

ダー平等の実現に向けた提言」について要請活動を実施した。 
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令和７年９月３日、男女共同参画推進本部に改組。 

② 地方発の行政改革プロジェクトチーム 
  活動報告なし。 
③ 国産木材活用プロジェクトチーム 
  ７月３日、プロジェクトチーム会議（ＷＥＢ）を開催し、「国産木材の需要拡

大に向けた提言（案）」を取りまとめた。 
８月２５日、小泉農林水産大臣・あべ文部科学大臣に対し、「国産木材の需要

拡大に向けた提言」について要請活動を実施した。 
④ 地方法人課税諸課題プロジェクトチーム 
  活動報告なし。 
⑤ ＣＳＦ対策プロジェクトチーム 

６月９日、プロジェクトチーム会議（書面）を開催し、プロジェクトチームの

廃止について議論した。 
６月２０日、プロジェクトチームを廃止した。 

⑥ 休み方改革プロジェクトチーム 
６月６日、プロジェクトチーム会議（ＷＥＢ）を開催し、愛知県より「２０２

４年度愛知県『休み方改革』プロジェクトの取組実績について」、山口県より「『こ

どもや子育てにやさしい休み方改革』の取組について」、熊本県より「『くまな

びの日』の取組みについて」発表が行われた。その後、株式会社ワーク・ライフ

バランスの小室代表取締役社長を講師に招き、勤務間インターバル制度勉強会を

実施した。 

９月２６日、「ツーリズム EXPO ジャパン 2025 愛知・中部北陸」において愛知

県との共催により休み方改革のシンポジウムを開催し、駒沢女子大学観光文化学

部の鮫島教授による基調講演や鮫島教授、別府市、愛知県、名古屋鉄道株式会社

によるパネルディスカッションを実施した。 

⑦ 農林水産物輸出拡大プロジェクトチーム 
  ６月１８日、プロジェクトチーム会議（ＷＥＢ）を開催し、「農林水産物の輸

出拡大に向けた提言（案）」を取りまとめた。 
   ８月５日、小泉農林水産大臣に対し、「農林水産物の輸出拡大に向けた提言」

について要請活動を実施した。    

⑧ 外国人の受入と多文化共生社会実現プロジェクトチーム 
  ６月２５日、プロジェクトチーム会議（書面）を開催し、「外国人の受入と多

文化共生社会実現に向けた提言（案）」を取りまとめた。 
  ７月３０日、鈴木法務大臣及び青木内閣官房副長官に対し、「外国人の受入と

多文化共生社会実現に向けた提言」について要請活動を実施した。 
  １１月１１日、プロジェクトチーム会議（ＷＥＢ）を開催し、「多文化共生社

会の実現を目指す全国知事の共同宣言（案）（国民へのメッセージ）」を取りま

とめた。 
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⑨ 大都市制度のあり方に関する検討プロジェクトチーム 
  １月２１日、人口減少下における道府県と政令指定都市の役割分担等を踏まえ

た大都市制度のあり方について検討する「大都市制度のあり方に関する検討プロ

ジェクトチーム」が設置された。 
  ３月２３日、プロジェクトチーム会議（ＷＥＢ）を開催し、「特別市」制度に

ついて意見交換を行い、今後の活動スケジュールについて共有した。 
 

なお、本会の委員長、本部長、ＰＴリーダーは次のとおり。 

  総 務 常 任 委 員 会                   濵 田 省 司   高知県知事 

地 方 税 財 政 常 任 委 員 会                     河 野 俊 嗣      宮崎県知事 

  農 林 商 工 常 任 委 員 会                   達 増 拓 也   岩手県知事 

  国 土 交 通 ・ 観 光 常 任 委 員 会  花 角 英 世   新潟県知事 

  社 会 保 障 常 任 委 員 会                   内 堀 雅 雄   福島県知事 

  文 教 ・ ス ポ ー ツ 常 任 委 員 会  大 村 秀 章   愛知県知事 

  環 境 ・ エ ネ ル ギ ー 常 任 委 員 会  福 田 富 一   栃木県知事 

  総 合 戦 略 特 別 委 員 会  伊原木 隆 太   岡山県知事     

   危 機 管 理 ・ 防 災 特 別 委 員 会                   黒 岩 祐 治   神奈川県知事 

  地 方 分 権 推 進 特 別 委 員 会                   西 脇 隆 俊   京都府知事 

  原 子 力 発 電 対 策 特 別 委 員 会                   中 村 時 広   愛媛県知事 

  国 民 運 動 本 部  三日月 大 造   滋賀県知事 

  地 方 創 生 ・ 日 本 創 造 本 部  中 村 時 広   愛媛県知事 

  東 日 本 大 震 災 復 興 協 力 本 部  大 野 元 裕   埼玉県知事 

  デ ジ タ ル 社 会 推 進 本 部  村 岡 嗣 政      山口県知事 

  脱 炭 素 ・ 地 球 温 暖 化 対 策 本 部  福 田 富 一   栃木県知事 

  大 阪 ・ 関 西 万 博 ( 2 0 2 5 年 日 本 国 際 博 覧 会 )推 進 本 部  阿 部 守 一   長野県知事 ※1 

  子 ど も ・ 子 育 て 政 策 推 進 本 部  熊 谷 俊 人   千葉県知事 

  人 口 戦 略 対 策 本 部  平 井 伸 治   鳥取県知事 

  男 女 共 同 参 画 推 進 本 部  吉 村 美栄子   山形県知事 

  アジア・アジアパラ協議大会推進本部  阿 部 守 一   長野県知事 ※2 

  ウ ク ラ イ ナ 避 難 民 受 入 に 関 す る 連 絡 調 整 本 部  阿 部 守 一   長野県知事 

  く ら し の 安 心 確 立 調 整 本 部  阿 部 守 一   長野県知事 

男女共同参画プロジェクトチーム                   吉 村 美栄子   山形県知事 ※3 

  地 方 発 の 行 政 改 革 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム      

  国産木材活用プロジェクトチーム  小 池 百合子   東京都知事 

  地方法人課税諸課題プロジェクトチーム  村 岡 嗣 政   山口県知事 

  Ｃ Ｓ Ｆ 対 策 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム  河 野 俊 嗣   宮崎県知事 ※4 

  休み方改革プロジェクトチーム   大 村 秀 章   愛知県知事 

  農林水産物輸出拡大プロジェクトチーム  新 田 八 朗   富山県知事 

  外国人の受入と多文化共生社会実現プロジェクトチーム  鈴 木 康 友    静岡県知事 

  大都市制度のあり方に関する検討プロジェクトチーム   村 井 嘉 浩    宮城県知事 ※5 

（令和８年３月３１日現在） 

※1 令和７年１０月１４日廃止 

※2 令和７年９月３日設置 

※3 令和７年９月３日に男女共同参画推進本部に改組 

※4 令和７年６月２０日廃止 
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※5 令和８年１月２１日設置 

 

３．農林商工関係 

(1) 食品寄附等に関する官民協議会 

７月２５日から１月２７日まで計２回にわたり、食品寄附等に関する官民協議会

（委員：達増岩手県知事）が開催され、フードバンク認証制度について議論した。 

(2) 対日直接投資推進会議 

６月２日、対日直接投資推進会議（アドバイザー：村井全国知事会会長（宮城県

知事））が開催され、対日直接投資促進プログラム２０２５（案）について、全国

知事会会長としての意見を書面で提出した。 

 

４．社会保障制度関係 

(1) 社会保障審議会医療保険部会 

４月３日から３月１９日まで計１９回にわたり、社会保障審議会医療保険部会（委

員：内堀福島県知事）が開催され、医療保険制度改正等について議論し、「議論の

整理」を取りまとめた。 

(2) 社会保障審議会医療部会 

  ７月４日から３月２６日まで計１１回にわたり、社会保障審議会医療部会（委

員：内堀福島県知事）が開催され、令和８年度診療報酬改定の基本方針等について

議論した。 

(3) 社会保障審議会介護給付費分科会 

４月１４日から３月３０日まで計１０回にわたり、社会保障審議会介護給付費分

科会（委員：大石長崎県知事（～３月１日）、塩田鹿児島県知事（３月２７日～））

が開催され、介護人材確保に向けた処遇改善等の課題等について議論した。 

(4) 社会保障審議会障害者部会 

６月２６日から１月１９日まで計８回にわたり、社会保障審議会障害者部会（委

員：中村愛媛県知事）が開催され、障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指

針の見直し等について議論した。 

(5) 社会保障審議会介護保険部会 

４月２１日から３月９日まで計１６回にわたり、社会保障審議会介護保険部会（委

員：大石長崎県知事）が開催され、介護情報基盤、介護保険制度の改正等について

議論した。 

(6) 社会保障審議会福祉部会 

４月２４日から１２月１５日まで計６回にわたり、社会保障審議会福祉部会（委

員：山本群馬県知事）が開催され、社会福祉制度の在り方や具体的な方策について

議論し、報告書をとりまとめた。 

(7) 社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門分科会 

５月９日から１１月１０日まで計６回にわたり、社会保障審議会福祉部会福祉人



14 
 

材確保専門分科会（委員：山本群馬県知事）が開催され、介護人材の確保・育成・

定着の方策ついて議論し、「議論の整理」をとりまとめた。 

(8) 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会 

令和７年度は開催なし。 

(9) 障害者政策委員会 

７月１６日から１月２９日まで計４回にわたり、障害者政策委員会（委員：中村

愛媛県知事）が開催され、障害者基本計画（第５次）の実施状況等について議論し

た。 

(10) 医療介護総合確保促進会議 

３月１１日、地域医療介護総合確保促進会議（構成員：濱田高知県知事）が開催

され、地域医療介護総合確保基金の執行状況、令和６年度交付状況等について議論

した。 

(11) 保険者による健診・保健指導等に関する検討会 

３月２５日、保険者による健診・保健指導等に関する検討会（構成員：長崎山

梨県知事）が開催され、後期高齢者支援金の加算・減算制度の見直し等について

議論した。 

(12) 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 

１０月２４日、厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会（委員：達増岩手県知

事）が開催され、「受動喫煙対策専門委員会」の設置について議論した。 
(13) 厚生科学審議会感染症部会 

５月２８日から３月１１日まで計８回にわたり、厚生科学審議会感染症部会

が開催され、福島県（社会保障常任委員会委員長県）が参考人として出席し、今

後の新型インフルエンザ等感染症等の患者発生時における個別事例情報の公表

に係る方針について意見を述べた。  
(14) 医道審議会医師分科会医師専門研修部会 

６月１２日から３月１８日まで計５回にわたり、医道審議会医師分科会医師

専門研修部会（委員：花角新潟県知事、大井川茨城県知事）が開催され、令和８

年度専攻医募集におけるシーリング案に対する厚生労働大臣からの意見等につ

いて議論した。 

(15) 医道審議会医師分科会医師臨床研修部会 

５月２１日から２月１９日まで計４回にわたり、医道審議会医師分科会医師

臨床研修部会（委員：花角新潟県知事）が開催され、令和９年度の各都道府県の

募集定員上限や広域連携型プログラム等について議論した。 

(16) 孤独・孤立対策の在り方に関する有識者会議  
４月７日から３月３１日まで計５回にわたり、孤独・孤立対策の在り方に関

する有識者会議（構成員：大野埼玉県知事）が開催され、今後の孤独・孤立対策

の進め方等について議論した。 

(17) 死因究明等推進本部  
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   令和７年度は開催なし。  
(18) 成年後見制度利用促進専門家会議  

１０月２１日、成年後見制度利用促進専門家会議（委員：河野宮崎県知事）が

開催され、成年後見制度の利用の促進に関する施策の進捗状況について、各省

庁から報告等があり、中長期的課題について意見交換を行った。 

(19) 医師養成過程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会  
６月２５日から２月２５日まで計４回にわたり、医師養成過程を通じた医師

の偏在対策等に関する検討会（構成員：花角新潟県知事）が開催され、医師養成

過程を通じた医師の地域偏在・診療科偏在について議論し、「医師確保計画策定

ガイドラインの見直しに向けた医師養成過程における取組のとりまとめ」を公

表した。 

(20) 新型インフルエンザ等対策推進会議 
４月２１日から２月２０日まで計５回にわたり、新型インフルエンザ等対策

推進会議（委員：平井鳥取県知事）が開催され、政府行動計画について各省庁へ

のヒアリングを実施し、その実施状況をフォローアップした結果が報告された。 

 
５．文教・スポーツ関係 

１２月９日、自由民主党・公明党・日本維新の会による「無償化を含む、多様で質

の高い教育の在り方に関する検討チーム」から、全国知事会に対し、いわゆる教育無

償化について説明があったことを受け、阿部全国知事会会長（長野県知事）、大村文

教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）及び熊谷子ども・子育て政策推進本部

長（千葉県知事）が連名でコメント「いわゆる教育無償化に関する３党からの提案に

ついて」を発表した。 
１２月１２日、自由民主党・公明党・日本維新の会による「無償化を含む、多様で

質の高い教育の在り方に関する検討チーム」の意見交換に、熊谷子ども・子育て政策

推進本部長（千葉県知事）、三日月国民運動本部長（滋賀県知事）及び平井人口戦略

対策本部長（鳥取県知事）が出席し、「いわゆる教育の無償化に関する意見」を提出

した。 
１２月１８日、文部科学省、総務省、財務省に「いわゆる教育の無償化に関する意

見」を提出した。 

１２月１９日、阿部全国知事会会長（長野県知事）、平井人口戦略対策本部長（鳥

取県知事）、大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）及び熊谷子ども・

子育て政策推進本部長（千葉県知事）は、「いわゆる教育無償化に関する国と地方の

協議の場」へ出席し、意見を述べた。 
 

６．デジタル関係 

(1) デジタル社会構想会議 

 ４月２２日、第１０回デジタル社会構想会議（構成員：村岡デジタル社会推進本
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部長）に出席（ＷＥＢ）し、令和７年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

の改定等について議論した。 
(2) デジタル行財政改革会議 

６月１３日、第１１回デジタル行財政改革会議（有識者構成員：村岡デジタル社

会推進本部長）に出席し、デジタル行財政改革 取りまとめ２０２５（案）等につい

て議論した。 

１２月２４日、第１２回デジタル行財政改革会議（有識者構成員：村岡デジタル

社会推進本部長）に出席（ＷＥＢ）し、 デジタル行財政改革の今後の取組方針等に

ついて議論した。 

(3) 国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会 

   ６月２日、第３回国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会（構成員：村岡デジ

タル社会推進本部長）に出席（ＷＥＢ）し、 自治体情報システムの標準化・ガバメ

ントクラウド移行後のシステム運用経費等について議論した。 

   ８月２５日、第４回国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会（構成員：村岡デ

ジタル社会推進本部長）が持ち回りで開催され、共通化候補（令和７年度選定分）

案等について審議した。 

 

７．災害対策・国民保護関係 

(1) 災害対応・国民保護 

４月１８日、長野県北部を震源とする地震（最大震度５弱）の発生を受け、情

報連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

５月８日、北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受け、全国知事会会長及

び危機管理・防災特別委員会委員長連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対する抗

議声明」を発表した。 

６月３０日、トカラ列島近海を震源とする地震（最大震度５弱）の発生を受

け、情報連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

７月２日、トカラ列島近海を震源とする地震（最大震度５弱）の発生を受け、

情報連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

７月３日、トカラ列島近海を震源とする地震（最大震度６弱）の発生を受け、

全国知事会災害対策都道府県連絡本部を設置し、情報収集や連絡調整を実施し

た。 

７月３０日、カムチャッカ半島付近を震源とする地震により、太平洋沿岸の

広い範囲に「津波警報」が発表されたことを受け、全国知事会災害対策都道府県

連絡本部を設置し、情報収集や連絡調整を実施した。 

８月８日、鹿児島県に「大雨特別警報」が発表されたことを受け、全国知事会

災害対策都道府県連絡本部を設置し、情報収集や連絡調整を実施した。 

８月１５日、青木内閣官房副長官に対し、「緊迫度を増す国際情勢等を踏ま

えた国民保護の更なる充実に係る提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に
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関する提案・要望（災害対策・国民保護関係）」について、要請活動を実施した。 

８月１５日、古川総務大臣政務官に対し、「大規模災害への対応力強化に向

けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（災害対策・

国民保護関係）」について、要請活動を実施した。 

８月１９日、横山内閣府政策統括官（防災担当）に対し、「大規模災害への対

応力強化に向けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要

望（災害対策・国民保護関係）」について、要請活動を実施した。 

９月１７日、トカラ列島近海を震源とする地震（最大震度５弱）の発生を受

け、情報連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

１０月８日、伊豆諸島南部に「大雨特別警報」が発表されたことを受け、全国

知事会災害対策都道府県連絡本部を設置し、情報収集や連絡調整を実施した。 

１０月２５日、北海道根室南部を震源とする地震（最大震度５弱）の発生を

受け、情報連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

１１月７日、北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受け、全国知事会会長

及び危機管理・防災特別委員会委員長連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対する抗

議声明」を発表した。 

１１月９日、岩手県に「津波注意報」が発表されたことを受け、情報連絡室を

設置し、情報収集を実施した。 

１１月２５日、熊本県阿蘇地方を震源とする地震（最大震度５強）の発生を

受け、情報連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

１２月８日、青森県東方沖を震源とする地震の発生（最大震度６強）を受け、

全国知事会災害対策都道府県連絡本部を設置し、情報収集や連絡調整を実施し

た。 

１月４日、北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受け、全国知事会会長及

び危機管理・防災特別委員会委員長連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対する抗

議声明」を発表した。 

１月６日、島根県東部を震源とする地震（最大震度５強）の発生を受け、情報

連絡室を設置し、情報収集を実施した。 

１月２７日、北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受け、全国知事会会長

及び危機管理・防災特別委員会委員長連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対する抗

議声明」を発表した。 

３月１４日、北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受け、全国知事会会長

及び危機管理・防災特別委員会委員長連名で声明「北朝鮮ミサイル発射に対する抗

議声明」を発表した。 

 (2) 被災地への人的支援（全国都道府県災害時等広域応援協定に基づく中長期派遣） 

１２月２４日、「令和７年８月１０日からの大雨」に係る広域応援職員派遣につ

いて、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」に基づき、熊本

県への職員派遣を決定した（２人派遣）。 
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３月２７日、「令和６年７月２５日からの大雨災害、令和７年８月１０日からの

大雨、令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨」に係る広域応援職員派遣に

ついて、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」に基づき、被

災県への職員派遣を決定した（令和８年度、山形県、富山県、石川県、熊本県へ９

５人派遣）。 

 (3) 被災地への人的支援（総務省復旧・復興支援技術職員派遣制度関係） 

３月１２日、「令和６年能登半島地震」、「令和７年８月６日からの大雨」に係

る広域応援職員派遣について、総務省復旧・復興支援技術職員派遣制度に基づく確

保調整本部において、石川県、富山県及び熊本県の被災市町村に対する支援団体を

決定した。 

(4) 防災推進国民会議 

１２月１８日、防災推進国民会議が開催され、事務局次長が会長の代理として出

席した。 

３月３日、防災推進国民会議幹事会企画検討チームが開催され、防災推進国民大

会２０２６に係る実行委員会を立ち上げるとともに、大会構想について協議した。 

 

８．地方分権改革関係 

(1) 国と地方の協議の場 

５月２７日、「国と地方の協議の場（令和７年度第１回）」が行われ、「骨太方

針」の策定等及び「地方創生２．０」について協議を行った。 
１１月１４日、「国と地方の協議の場（令和７年度第２回）」が行われ、「地域

未来戦略及び地方分権改革の推進」及び「物価高対策」について協議を行った。 
１２月１６日、「国と地方の協議の場（令和７年度第３回）」が行われ、令和８

年度予算編成及び地方財政対策について協議を行った。 
(2) 新たな雇用対策の仕組みについて 

７月１７日、「雇用対策における国と地方の連携に関する連絡会」が行われ、雇

用に関する国と地方公共団体との連携状況等について協議を行った。 

９月２４日、「第９回労働政策審議会職業安定分科会地方連携部会」が行われ、

雇用に関する国と地方公共団体との連携状況等について協議を行った。 

 

９．国民運動本部関係 

４月２１日、本部会合を開催し、「持続可能で活力ある日本と地域を実現する

ための提言」を取りまとめた。 

４月２３日、自由民主党、立憲民主党、公明党、日本維新の会及び国民民主党

に対し、同提言について要請活動を行った。 

７月１日、参議院議員通常選挙に向けた同提言への回答結果に係る記者会見

を開催した。 

９月１２日、本部会合（書面）を開催し、「持続可能で活力ある日本と地域を
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実現するための提言アンケート」を取りまとめた。 

９月１９日、立憲民主党、日本維新の会、公明党、日本共産党及び参政党並び

に自由民主党総裁選挙の各立候補者に対し、同提言アンケ―トについて要請活

動を行った。また、要請活動に先立ち、要請活動の趣旨等について記者会見を行

った。 

１０月１日、各政党及び自由民主党総裁選挙立候補者に対する同提言アンケ

ートへの回答結果を公表した。 

１０月４日、高市自由民主党総裁選出を受け、全国知事会会長と連名で、コメ

ント「全国知事会会長・国民運動本部長コメント（高市自由民主党総裁選出を受

けて）」を発表した。 

１月１４日、本部会合（書面）を開催し、「持続可能で活力ある日本と地域を

実現するための提言アンケート」を取りまとめた。 

１月１９日、衆議院議員総選挙に向けて自由民主党、立憲民主党・公明党、日

本維新の会及び国民民主党に対し、同提言アンケートについて要請活動を行っ

た。また、要請活動に先立ち、要請活動の趣旨等について記者会見を行った。 

１月２６日、衆議院議員総選挙に向けた同提言アンケートへの回答結果を公

表した。 

 

10．地方創生・日本創造本部関係 

(1) 地方創生・日本創造本部 

６月１３日、「経済財政運営と改革の基本方針２０２５」及び「地方創生２．０基本

構想」が閣議決定されたことを受け、村井全国知事会会長（宮城県知事）がコメント『「経

済財政運営と改革の基本方針２０２５」及び 『地方創生２．０基本構想』について」を

発表した。 
６月３０日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「地方創生・日本創造への提言（案）」に

ついて、協議を行った。 
８月４日、古屋自由民主党社会機能移転分散型国づくり推進本部長、伊東地方創生、

新しい地方経済・生活環境創生担当大臣に対し、「地方創生・日本創造への提言」につ

いて要請活動を行った。 
８月５日、山口自由民主党新地方創生本部長に対し、「地方創生・日本創造への提言」

について要請活動を行った。 
８月２８日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「地方創生の達成に向けた議論（第１回）」

を行った。 
１０月１０日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「地方創生の達成に向けた議論（第２

回）」を行った。 
１０月２４日、本部会合（書面）を開催し、「地方創生・日本創造への提言（案）」を

取りまとめた。 
１２月８日、「地方創生・日本創造への提言」の取りまとめまでの経緯やポイントに
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ついて、記者会見を行った。 
１２月１１日、古屋自由民主党社会機能移転分散型国づくり推進本部長、山口自由民

主党地域未来戦略本部長、黄川田地方創生担当、地域未来戦略担当大臣に対し、「地方

創生・日本創造への提言」について要請活動を行った。 
１２月２３日、「地方創生に関する総合戦略」が閣議決定されたことを受け、阿部全

国知事会会長（長野県知事）と連名でコメント「地方創生に関する総合戦略について」

を発表した。 
(2) 地方創生に関する地方六団体との意見交換会 

６月２４日、村井全国知事会会長（宮城県知事）が、地方創生に関する地方六団体と

の意見交換会に出席し、伊東地方創生担当、新しい地方経済・生活環境創生担当大臣と

意見交換を行った。 
１２月５日、阿部全国知事会会長（長野県知事）が、地方創生に関する地方六団体と

の意見交換会に出席し、黄川田地方創生担当、地域未来戦略担当大臣と意見交換を行っ

た。 
(3) 地方創生２．０に関する地方団体との意見交換会 

５月２０日、村井全国知事会会長（宮城県知事）が、地方創生２．０に関する   
地方団体との意見交換に出席し、石破内閣総理大臣、林内閣官房長官、伊東新し

い地方経済・生活環境創生担当大臣、村上総務大臣、橘内閣官房副長官、青木内

閣官房副長官、佐藤内閣官房副長官と意見交換を行った。  
(4) 新しい地方経済・生活環境創生会議 

   新しい地方経済・生活環境創生会議（有識者構成員：中村地方創生・日本創

造本部長）が４月１２日、４月１８日、５月１３日、５月２２日、６月３日の

計５回開催され、今後１０年間集中的に取り組む「基本構想」の策定等につい

て議論した。 

(5) 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議 

   第１回地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（オブザーバー：中島事務総

長）が１２月２２日に開催され、戦略策定に向けた考え方等について説明を受

けた。 

第２回地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（オブザーバー：長崎地方創

生・日本創造本部副本部長兼幹事長）が３月４日に開催され、戦略産業クラスタ

ー、地域産業成長プランの基本的考え方について議論した。 

 

11．東日本大震災復興協力本部関係 

(1) 幹事会の開催 

６月１３日、幹事会（書面）を開催し、「東日本大震災からの復興を早期に成し

遂げるための提言（案）」を取りまとめた。 

(2) 政府等への要請活動 

８月８日、伊藤復興大臣に対し、「東日本大震災からの復興を早期に成し遂げる
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ための提言」について要請活動を実施した。 

(3) 被災地への人的支援（中長期職員派遣） 

１１月１８日、各都道府県知事宛てに「令和８年度における東日本大震災に係る

復旧・復興対策のための福島県への職員派遣について」について依頼した。 

３月２７日、各都道府県知事宛てに「令和８年度における東日本大震災に係る復

旧・復興対策のための福島県への職員派遣要請に対する御支援」についてお礼とと

もに結果報告を行った。なお、令和８年度は、行政職、計１３名の職員の派遣を予

定している。 

 

12．デジタル社会推進本部関係 

 ５月１６日、デジタル社会形成基本法に基づき政府から意見聴取が行われた「デジ

タル社会の実現に向けた重点計画」について、各都道府県に対して意見照会を行い、    

５月２９日、意見照会結果を政府に対して回答した。 
６月１７日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「デジタル社会の実現に向けた提言（案）」

を取りまとめた。 

８月４日、平デジタル大臣・デジタル行財政改革担当大臣に対し、「デジタル社会

の実現に向けた提言」について要請活動（ＷＥＢ）を実施した。  

８月５日、古川総務大臣政務官に対し、「デジタル社会の実現に向けた提言」につ

いて要請活動（ＷＥＢ）を実施した。  

 １０月３０日、本部会合（書面）を開催し、「デジタル社会の実現に向けた提言（案）」

を取りまとめた。 

  １２月１５日、今枝デジタル副大臣・デジタル行財政改革担当副大臣に対し、「デ

ジタル社会の実現に向けた提言」について要請活動（ＷＥＢ）を実施した。 

１２月１７日、林総務大臣に対し、「デジタル社会の実現に向けた提言」について

要請活動（ＷＥＢ）を実施した。 

 

13．脱炭素・地球温暖化対策本部関係 

５月１９日、国（環境省）と地方三団体（全国知事会・全国市長会・全国町村会）

による「地域脱炭素に関する国と地方の意見交換会」が開催され、福田脱炭素・地球

温暖化対策本部本部長（栃木県知事）が出席し、地域脱炭素に関する意見交換を行っ

た。 

６月２３日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「脱炭素社会の実現に向けた対策の推

進に関する提言（案）」を取りまとめたほか、「脱炭素・地球温暖化対策行動宣言」

に対する都道府県の取組状況や取組事例の紹介、活動報告（地域脱炭素に関する国と

地方の意見交換会）を行った。 

 ８月１８日、小林環境副大臣、五十嵐環境大臣政務官、古賀経済産業副大臣、古川

総務大臣政務官及び高橋国土交通副大臣に対し、「脱炭素社会の実現に向けた対策の

推進に関する提言」について要請活動を実施した。 
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１１月４日、本部会合（書面）を開催し、「地域脱炭素移行の加速化に関する提言

（案）」を取りまとめた。 

  

14．大阪・関西万博（２０２５年日本国際博覧会）推進本部関係 

 １０月１４日、本部を廃止した。 

 

15．子ども・子育て政策推進本部関係 

(1) 子ども・子育て政策推進本部会合 

７月４日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「こどもの貧困解消に向けて」につい

て、公益財団法人あすのばの小河光治代表理事から講演後、意見交換を行った。ま

た、「子どもの声を反映した政策の推進と国地方の協働強化に関する提言（案）」

を取りまとめたほか、国への要請項目や少子化の観点から結婚や子どもの法的保護

等を巡る現状と課題について考える研究会の中間報告について議論した。 

１１月６日、本部会合（書面）を開催し、「こどもの教育・保育環境整備のため

の補助・交付金事業に係る緊急提言（案）」を取りまとめた。 

１２月１１日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、いわゆる教育の無償化への対応に

ついて議論した。 

(2) 少子化の観点から結婚や子どもの法的保護等を巡る現状と課題について考える研

究会 

６月２０日、第３回研究会（ＷＥＢ）を開催し、「子ども・子育て支援は次世代

への投資」について、東京大学大学院経済学研究科の山口慎太郎教授から講演後、

意見交換を行った。 

１０月２３日、第４回研究会（ＷＥＢ）を開催し、「フランス社会における家族

制度の実情と少子化施策の現状について」について、フランス在住ライターの髙崎

順子氏から、「スウェーデンにおける子育て支援と家族政策―多様な家族を支える

仕組みと課題」について、大阪大学大学院人文学研究科の高橋美恵子教授から講演

後、意見交換を行った。 

２月２４日、第５回研究会（ＷＥＢ）を開催し、「研究会での議論を踏まえた課

題・論点の整理」について、国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部の岩澤

美帆部長から報告書素案への講評後、意見交換を行った。 

(3) 政府等への要請活動 

８月４日、武部文部科学副大臣に対し、「子どもの声を反映した政策の推進と国

地方の協働強化に関する提言」について要請活動（ＷＥＢ）を実施した。 

８月１８日、友納内閣府大臣政務官に対し、「子どもの声を反映した政策の推進

と国地方の協働強化に関する提言」について要請活動（ＷＥＢ）を実施した。 

１１月１４日、福田文部科学大臣政務官に対し、「こどもの教育・保育環境整備

のための補助・交付金事業に係る緊急提言」について要請活動（ＷＥＢ）を実施し

た。 
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１１月２１日、津島内閣府副大臣に対し、「こどもの教育・保育環境整備のため

の補助・交付金事業に係る緊急提言」について要請活動（ＷＥＢ）を実施した。 

１２月９日、自由民主党・公明党・日本維新の会による「無償化を含む、多様で

質の高い教育の在り方に関する検討チーム」から、全国知事会に対し、いわゆる教

育の無償化について説明があったことを受け、阿部全国知事会会長（長野県知

事）、大村文教・スポーツ常任委員長（愛知県知事）との連名でコメント「いわゆ

る教育無償化に関する３党からの提案について」を発表した。 

１２月１２日、自由民主党・公明党・日本維新の会による「無償化を含む、多様

で質の高い教育の在り方に関する検討チーム」の意見交換に三日月国民運動本部長

（滋賀県知事）、平井人口戦略対策本部長（鳥取県知事）とともに出席し、「いわ

ゆる教育の無償化に関する意見」を提出した。 

１２月１８日、文部科学省、総務省、財務省に「いわゆる教育の無償化に関する

意見」を提出した。 

１２月１９日、阿部全国知事会会長（長野県知事）、平井人口戦略対策本部長

（鳥取県知事）、大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）とともに、

「いわゆる教育無償化に関する国と地方の協議の場」へ出席し、意見を述べた。 

(4) こども政策に関する国と地方の協議の場 

４月２４日、村井全国知事会会長（宮城県知事）とともに「こども政策に関する

国と地方の協議の場」に出席し、こども政策に関する意見交換を行った。 
１２月１８日、阿部全国知事会会長（長野県知事）とともに「こども政策に関す

る国と地方の協議の場」に出席し、こども政策に関する意見交換を行った。 
(5) こども家庭審議会子ども・子育て支援等分科会 

４月１８日から３月１８日まで計５回にわたり、子ども・子育て支援等分科

会（委員：熊谷千葉県知事）が開催され、子ども・子育て支援をめぐる課題等に

ついて議論した。 
(6) こども家庭審議会子ども・子育て支援金制度管理部会 

１０月２８日、１２月２６日の計２回にわたり、子ども・子育て支援金制度管理

部会（委員：熊谷千葉県知事）が開催され、子ども・子育て支援金制度の動向等に

ついて議論した。 
(7) こども家庭審議会障害児支援部会 

７月４日から１月１９日まで計７回にわたり、障害児支援部会（委員：一見三重

県知事）が開催され、障害保健福祉施策の動向等について議論した。 

 
16．人口戦略対策本部関係 

  ７月９日、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、「人口減少問題を克服し希望ある未来の

創造に向けた緊急提言（案）」を取りまとめた。 

８月７日、渡辺子ども家庭庁長官及び原総務省事務次官に対し、「人口減少問

題を克服し希望ある未来の創造に向けた緊急提言」にかかる要請活動を実施した。 
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８月８日、伊東地方創生担当大臣及び金城文部科学大臣政務官に対し、「人口

減少問題を克服し希望ある未来の創造に向けた緊急提言」にかかる要請活動を実

施した。 

１１月１８日、「人口戦略本部」の設置が閣議決定されたことを受け、阿部全国

知事会会長（長野県知事）との連名でコメント「政府の人口戦略本部の設置を受

けて」を発表した。 

  １２月２日、城内全世代型社会保障改革担当大臣に対し、「政府の人口戦略推進に

関する緊急申入れ」を実施した。 

   

17．男女共同参画推進本部関係 

   令和７年９月３日、男女共同参画プロジェクトチームより改組。 

 

18．アジア・アジアパラ競技大会推進本部関係 

１２月２５日、松本文部科学大臣出席の下、本部会合（ＷＥＢ）を開催し、公益財

団法人愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会から開催準備の進捗状況

について説明を行ったほか、自治体における大会に向けた取組みの紹介や意見交換を

行った。 

１月２９日、本部会合（書面）を開催し、「第 20 回アジア競技大会及び第５回アジ

アパラ競技大会を契機とした更なる地域活性化に向けた緊急提言」を取りまとめた。 

 ３月１２日、中村文部科学副大臣に対し、「第 20 回アジア競技大会及び第５回アジ

アパラ競技大会を契機とした更なる地域活性化に向けた緊急提言」について要請活動

を実施した。 

 

19．地方自治・民主主義の確立に向けた研究会関係 

１０月３０日、選挙制度のあり方、投票率の向上方策等を検討することを目的とし

て、全国知事会のもと、地方自治・民主主義の確立に向けた研究会を設置した。 

１１月１８日、第１回研究会を開催し、被選挙権年齢のあり方、主権者教育等につ

いて、統一地方選挙の再統一・選挙時期、合区問題、投票環境の向上、選挙運動規制、

ＳＮＳ、ネット規制について意見交換した。 

１月２６日、第２回研究会を開催し、被選挙権年齢のあり方、主権者教育等につい

て、統一地方選挙の再統一・選挙時期、合区問題、投票環境の向上、選挙運動規制、

ＳＮＳ、ネット規制について意見交換した。 

３月１１日、第３回研究会を開催し、被選挙権年齢のあり方、主権者教育等につい

て、統一地方選挙の再統一・選挙時期、合区問題、投票環境の向上、選挙運動規制、

ＳＮＳ、ネット規制について意見交換し、令和８年２月衆議院議員総選挙の振り返り

を行った。 

 

20．領土関係 
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令和８年北方領土返還要求全国大会の開催 

令和８年２月７日、「北方領土の日」に本会をはじめとする地方六団体は、内

閣府及び北方領土返還要求運動連絡協議会とともに、全国大会を例年開催して

いる。高市総理大臣をはじめ、元島民の方々などが参加して、北方領土の早期返

還の実現と国内世論の高揚を図るためのアピールを採択した。 

 

21．広報関係 

ＷＥＢサイトによる情報提供 

本会ＷＥＢサイトに都道府県情報、全国知事会活動情報等を掲載し、都道府県と

の情報共有及び関係団体や幅広い国民の理解を得るため、情報の速やかな更新、内容

のさらなる充実を行った。 
 

22．地方自治法改正関係 

１月１９日、第３４次地方制度調査会が設置され、第１回総会が開催された。阿部

全国知事会会長（長野県知事）が委員として出席し、諮問事項に関する意見交換を行

った。 

 

23．国際交流関係 

(1) アメリカ合衆国州知事との意見交換会 
４月２４日、都道府県会館において、村井全国知事会会長（宮城県知事）と伊原

木岡山県知事は、ルーハン・グラシャム ニューメキシコ州知事とゴードン ワイオ

ミング州知事と会談し、今後の日米知事交流について意見交換を行った。 
(2) インドのナレンドラ・モディ首相との懇談会 

８月３０日、東京都千代田区において、駐日インド大使館主催によるナレンドラ・

モディ首相と知事との懇談会が開催された。懇談会には、村井全国知事会会長（宮

城県知事）他１５名の知事が出席し、モディ首相に対し、これまでのインドと日本

の関係構築への感謝が伝えられ、今後のインドと日本の更なる友好関係の発展への

期待が述べられた。 
(3) 日韓知事会議の開催 

１１月１２日、大韓民国仁川広域市において、第８回日韓知事会議を開催した。

会議には阿部全国知事会会長（長野県知事）他８名の知事が、大韓民国市道知事協

議会からはユ・ジョンボク会長（仁川広域市長）他４名の知事が参加した。 

会議では、「経済及び産業分野の協力案の模索」及び「人口減少及び地方消滅へ

の対応施策」をテーマに議論を行い、両国の地方自治体が抱える共通の課題につい

て理解を深めるとともに、日韓国交正常化６０周年の節目に、未来志向での協力基

盤の一層の強化と、２０２７年に第９回日韓知事会議を日本において開催すること

について合意をした。 
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24．自治医科大学負担金の改定について 

自治医科大学の経営は極めて厳しい状況となっている中、令和７年６月５日付

けで自治医科大学理事長から全国知事会会長に対し都道府県負担金改定について

の検討依頼があり、総務常任委員会構成府県の部長級を専門員とする専門員会を

設置し審議を行った。 

専門員会において、都道府県の意向調査や自治医科大学からの聴取等を行い検

討した結果、自治医科大学から提示された負担金改定案について、その必要性及

び改定額を概ね妥当と判断した。 

今回の自治医科大学の都道府県負担金の改定にあたっては、厳しい地方自治体

の財政事情を考慮し、改定分に対する地方財政措置がなされることを条件に同意

することとし、全都道府県の了解を得、１１月２６日開催の全国知事会議におい

て、総務常任委員長から「自治医科大学負担金の改定」について報告した。 

 

25．そ の 他 

地方自治先進政策センター 

平成１８年度から、都道府県同士が先進的な取組を提案・共有し、切磋琢磨によ

り創造性豊かな発想に繋げる情報提供の場とする「先進政策バンク」と、都道府県

が当面する各種課題に応じ、外部有識者に専門委員としての参画を求め、本会の機

動的・効果的な活動をバックアップする政策提言機能とシンクタンク的機能を担う

「頭脳センター」で構成する「地方自治先進政策センター｣を設置し、運用してい

る。 
「頭脳センター」については、３２名の専門委員を委嘱し、本会の活動に御協力

いただくとともに優秀政策の選定を行った。 
また、「先進政策バンク」については、各都道府県から分野別に約４，０００件

（令和８年３月現在）の先進的政策が登録されている。令和７年度は、各都道府県

による自薦及び第一次選定を行い、「総合部門」５政策、「デジタル部門」６政

策、計１１政策を優秀政策として選定した。 
さらに、優秀政策から最終選定に進んだ上位１０政策について、ＷＥＢ上で動画

によるプレゼンテーションや審査を行い、優秀政策の中で最も優れていると決定さ

れた政策を「先進政策大賞」（２年に１度選定）として選定するとともに、各部門

の最優秀政策を選定し、阿部全国知事会会長（長野県知事）から表彰を行った。 
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Ⅱ 付属資料 

１．全国知事会議等の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協   議   内   容   等 

令和７． 

５．13 

正 副 会 長 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○鈴木秋田県知事の特別委員会委員の選任について 

５．15 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 

１．議題 
○副会長の選任について 
○理事の選任について 
○監事の選任について 

５．28 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 

１．議題 
○監事の選任について 

６．24 正 副 会 長 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○宮﨑和歌山県知事の特別委員会委員の選任について 

７．22 理事会・正副会長

合 同 会 議 
 

１．議題 
○２０２４年度全国知事会決算について 

○総合戦略特別委員会の継続設置及び委員の選任につ

いて 

○全国知事会議における協議・報告事項等について 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

について 

２．その他 

○令和８年７月の全国知事会議の開催地案 

７．23 

24 

 

全 国 知 事 会 議 

 

１．黙とう 

２．新知事紹介（江崎岐阜県知事、鈴木秋田県知事、

宮﨑和歌山県知事） 

３．議題 

○子どもの声を反映した政策の推進と国地方の協働強

化に関する提言 
○地方創生･日本創造への提言 
○人口減少問題を克服し希望ある未来の創造に向けた

緊急提言 
○２０４０年を見据えた医療・介護提供体制の構築に

向けた提言 
○ジェンダー平等の実現に向けた提言 
○教師を取り巻く環境整備に関する方策の推進につい

て 
○地方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校や

大学等の機能強化・振興について 
○国土強靱化の推進、交通ネットワークの整備・維持

及び持続可能な観光立国の実現に向けた提言 
○地方税財源の確保･充実等に関する提言 
○デジタル社会の実現に向けた提言 
○脱炭素社会の実現に向けた対策の推進に関する提言 
○国産木材の需要拡大に向けた提言 
○外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言 
○民主主義と地方自治の基盤である公明かつ適正な選
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挙の確保に関する緊急提言 
○大規模災害への対応力強化に向けた提言 
○緊迫度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更な

る充実に向けた提言 
○被災者生活再建支援基金追加拠出等についての申し

合わせ 
○東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための

提言 
○原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言 
○ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言 
○米国による関税措置に関する提言 
○農林水産物の輸出拡大に向けた提言 
○地方分権改革の推進について 
○参議院選挙における合区の解消に関する決議 
○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案･要望 
４．災害対応訓練 

５．総務大臣との意見交換（ＷＥＢ会議） 

６．セッション 

○若者や女性にも選ばれる地域づくり、分散型社会の

構築 

○持続可能な地域づくり 

○多文化共生 

○農林水産物の輸出拡大 

７．報告 

○セッション報告 

 ①若者や女性にも選ばれる地域づくり、分散型社会

の構築 

 ②持続可能な地域づくり 

 ③多文化共生 

 ④農林水産物の輸出拡大 

○令和７年度日韓知事会議及び海外プロモーションに

ついて 
○国スポの見直しに係る今後の議論の進め方について 
○「少子化の観点から結婚や子どもの法的保護等を巡

る現状と課題について考える研究会」の中間報告及

び今後の活動方針について 
○２０２４年度全国知事会決算について 
○総合戦略特別委員会の継続設置及び委員の選任につ

いて 
○自治医科大学 都道府県負担金の改定について 
○令和６年度災害検証報告 
８．追認 
○若者・女性にも選ばれる地方の実現に向けた緊急提

言 
○大阪・関西万博を地方創生につなげるための緊急提

言 
○いわゆる「ガソリンの暫定税率」廃止に関する議論
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等について 
○防災・減災対策および更なるインフラ施設等の老朽

化対策の推進に向けた特別要望 
○公明かつ適正な選挙の確保に向けた提言 
○米国による相互関税等に関する緊急要請 
○いわゆる「高校無償化」に関する緊急提言 
○社会経済情勢を適切に反映した診療報酬改定等に関

する緊急要望 
○消費税に関する緊急提言 
○第６次男女共同参画基本計画に関する提言 
○高病原性鳥インフルエンザ対応に関する緊急要請 
８．その他 

○令和８年７月の全国知事会議の開催地 

○青森宣言 

８．26 全 国 知 事 会 議 

 
１．議題 

○会長選任について 

９．４ 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○副会長の選任につい 
９．19 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○副会長の選任につい 
○理事の選任について 
○監事の選任について 

10．31 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○副会長の選任につい 
○理事の選任について 

11．26 全 国 知 事 会 議 

 

１．議題 

○地方自治体の発注における適切な価格転嫁の実現に

向けた行動宣言 

○地方創生・日本創造への提言 

○食料安定供給の確保に向けた水田政策等の充実・強

化に関する提言 

○多文化共生社会の実現を目指す全国知事の共同宣言

（国民へのメッセージ） 

○被災者生活再建支援基金への資金の拠出に係る決議 

○デジタル社会の実現に向けた提言 

○地域脱炭素移行の加速化に関する提言 

○令和８年度以降の海外プロモーションについて 

○いわゆる高校無償化を契機とした高校・大学等の改

革による人材育成の強化について 

２．追認 

○令和８年度税財政等に関する提案 

○総合経済対策に向けた提言 

○いわゆる「ガソリンの暫定税率」廃止に関する緊急

提言 

○中小企業等の賃上げ環境整備に関する緊急要望 
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○地域医療における大学病院の機能強化と経営支援に

向けた緊急提言 

○地域社会を支える国立大学の基盤的経費拡充に向け

た緊急提言 

○高校・大学等の一貫した改革による、イノベーショ

ン創出や地方創生等を担う人材育成の強化に向けた

緊急提言 

○国土強靱化の推進、交通ネットワークの整備・維持

及び持続可能な観光立国の実現に向けた提言 

○米の安定的な供給と適正な価格形成に向けた緊急提

言 

○地域医療及び介護・福祉サービス提供体制の維持・

確保に向けた緊急提言 

○こどもの教育・保育環境整備のための補助・交付金

事業に係る緊急提言 

３．報告 

○自治医科大学負担金の改定について 

○全国知事会男女共同参画推進本部の今後の活動につ

いて 

○アジア･アジパラ競技大会推進本部 今後の活動方針 

○令和７年参議院議員通常選挙および自由民主党総裁

選挙に伴う国民運動本部の活動について 

○地方自治・民主主義の確立に向けた研究会について 

○海外プロモーション/日韓知事会議報告 

○令和７年度 先進政策大賞等優秀政策一覧 

４．その他 

○令和８年度東日本大震災被災地への支援のお願いに

ついて 

12．８ 正 副 会 長 会 議 
（書面開催） 

１．議題 
○横田広島県知事の特別委員会委員の選任について 

12．25 理 事 会 

（書面開催） 
１．議題 

○地方公務員災害補償基金 代表者委員会委員の選任に

ついて 
令和８． 

１．７ 

全 国 知 事 会 議 
（書面開催） 

１．議題 
○監事の選任について 

１．26 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○事務総長の選任について  
２．10 理 事 会 

（書面開催） 
１．議題 

○地方公共団体情報システム機構 代表者会議委員の選

定について 
２．13 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 
１．議題 

○理事の選任について 

２．17 正 副 会 長 会 議 
（書面開催） 

１．議題 
○石田福井県知事の特別委員会委員の選任について 
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３．12 全 国 知 事 会 議 
（書面開催） 

１．議題 
○副会長の選任につい 
○理事の選任について 

３．12 理 事 会 

（書面開催） 
１．議題 

○２０２５年度全国知事会補正予算について 

○２０２６年度全国知事会予算について 
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２．委員会等の開催状況  

常任委員会 

①  総務常任委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７． 

  ６．２ 

委 員 会 
（書面開催） 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（地方行政関係、基地対策・領土問題・拉致

問題等関係、道州制関係）について 

11．10 委 員 会 
（書面開催） 

○自治医科大学都道府県負担金改定について 

 

       ② 地方税財政常任委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７.  

７.１ 

委 員 会 

（ＷＥＢ開催） 

○地方税財源の確保・充実等に関する提言（案）につ

いて 

10．23 委 員 会 

（書面開催） 

○令和８年度税財政等に関する提案（案）について 

 

 

       ③ 農林商工常任委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７. 

６.23 

 

委 員 会 

（書面開催） 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（農林水産・商工労働・消費生活関係）につ

いて 

○ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言

（案）について 

〇米国による関税措置に関する提言（案）について 

10.30 委 員 会 

（書面開催） 

〇食料安定供給の確保に向けた水田政策等の充実・

強化に関する提言（案）について 

 

       ④ 国土交通・観光常任委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 
令和７． 

６．23 

委 員 会 
（書面開催） 

○国土強靱化の推進、交通ネットワークの整備・維持

及び持続可能な観光立国の実現に向けた提言（案）

について 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（国土交通・観光関係）（案）について 
10．16 委 員 会 

（書面開催） 
○国土強靱化の推進、交通ネットワークの整備・維持

及び持続可能な観光立国の実現に向けた提言（案）

について 
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⑤ 社会保障常任委員会 
年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７． 

７．７ 

委 員 会 

（ＷＥＢ開催） 

○２０４０年を見据えた医療・介護提供体制の構築に

向けた提言（案）について 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（社会保障関係）（案）について 

 

⑥ 文教・スポーツ常任委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７. 

６．17 

委 員 会 

（書面開催） 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（文教関係）について 

○教師を取り巻く環境整備に関する方策の推進につい

て（案） 

○地方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校や

大学等の機能強化・振興について（案） 

11.７ 委 員 会 

（書面開催） 

○いわゆる高校無償化を契機とした高校・大学等の改

革による人材育成の強化について（案） 

  

⑦ 環境・エネルギー常任委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７. 

６.18 

委 員 会 

（書面開催） 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（環境・エネルギー関係）について 

 

特別委員会   

  ① 総合戦略特別委員会 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７． 

４．25 

委 員 会 

（ＷＥＢ開催） 

○令和７年度夏の全国知事会議の開催方法について 

○令和７年度夏の全国知事会議に向けた重点課題につ

いて 

６．20 委 員 会 

（書面開催） 

○「参議院選挙における合区の解消に関する決議

（案）」について 

11．19 委 員 会 

（ＷＥＢ開催） 

○ 令和８年度以降の海外プロモーションについて 

 

②  危機管理・防災特別委員会                  
年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７. 

７．４ 

委 員 会 
（ＷＥＢ開催） 

○大規模災害への対応力強化に向けた提言（案）につ

いて 

○緊迫度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更な

る充実に係る提言（案）について 

○令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（災害対策・国民保護関係）（案）について 

○被災者生活再建支援基金追加拠出等についての申し
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合わせ（案）について 
９．10 委 員 会 

（書面開催） 
○被災者生活再建支援基金への資金の拠出に係る決議

（案）について 

 
③ 地方分権推進特別委員会  
年 月 日 会  議  名 協    議    内    容 

令和７. 

６．18～ 

７．11 

委 員 会 

（書面開催） 

○地方分権改革の推進について（案）について 

 

 

④ 原子力発電対策特別委員会                                                   

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 
令和７． 

６．18 

委 員 会 

（書面開催） 

○原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言

（案）について 

 

７．４ 委 員 会 

（書面開催） 

○原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言

（案）について 

 

                                                                               

プロジェクトチーム 

①  男女共同参画プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名  協  議  内  容 

令和７． 

４．10 

 

第１回ワーキング

グループ会議 

（書面開催） 

○ジェンダー平等の実現に向けた提言（案）について 

○第６次男女共同参画基本計画に関する提言（案）に

ついて 

５．13 

 

 

第２回ワーキング

グループ会議 

（書面開催） 

○ジェンダー平等の実現に向けた提言（案）について 

５．13 プロジェクトチー

ム会議 

（書面開催） 

○第６次男女共同参画基本計画に関する提言（案）に

ついて 

６．16 

 

 

プロジェクトチー

ム会議 

（書面開催） 

○ジェンダー平等の実現に向けた提言（案）について 

※ 令和７年９月３日、男女共同参画推進本部に改組 

 

② 地方発の行政改革プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

  令和７年度の会議開催なし 
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③ 国産木材活用プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７. 

７.３ 

プロジェクトチー

ム会議 

（ＷＥＢ開催） 

○国産木材の需要拡大に向けた提言（案）等について 

 

 

④ 地方法人課税諸課題プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

  令和７年度の会議開催なし 

 

⑤ ＣＳＦ対策プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７． 

６．９ 

 

プロジェクトチー

ム会議 

 （書面開催） 

○プロジェクトチームの廃止について 

 

※ 令和７年６月２０日にプロジェクトチーム廃止 

 

  ⑥ 休み方改革プロジェクトチーム 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７. 

６.６ 

プロジェクトチ

ーム会議 

（ＷＥＢ開催） 

○「休み方改革」に関する取組発表（愛知県・山口

県・熊本県） 

○プロジェクトチームの今後の活動予定 

○勤務間インターバル制度勉強会 

 講演：（株）ワーク・ライフバランス 

    代表取締役社長 小室 淑恵 

 

⑦ 農林水産物輸出拡大プロジェクトチーム 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７． 

６．18 

プロジェクトチ

ーム会議 

（ＷＥＢ開催） 

○農林水産物の輸出拡大に向けた提言（案）につい

て 

 

⑧ 外国人の受入と多文化共生社会実現プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和７． 

  ６．25 
プロジェクトチー

ム会議 

（書面開催） 

○外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言

（案）について 

令和７．  

11．11 

プロジェクトチー

ム会議 

（ＷＥＢ開催） 

○多文化共生社会の実現を目指す全国知事の共同宣言

（案）（国民へのメッセージ）について 

○今後の活動スケジュール 
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⑨ 大都市制度のあり方に関する検討プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

令和８．  

３．23 

プロジェクトチー

ム会議 

（ＷＥＢ開催） 

○「特別市」制度について 

○今後の活動スケジュール 

 

 

３．国民運動本部の開催状況 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７．  

４．21 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○令和７年参議院議員通常選挙に向けた対応について 

 

９.12 

本部会合 

（書面開催） 

○持続可能で活力ある日本と地域を実現するための 

提言アンケート（案）について 

令和８. 

１.14 

本部会合 

（書面開催） 

○持続可能で活力ある日本と地域を実現するための 

提言アンケート（案）について 

 

４．地方創生・日本創造本部の開催状況 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７． 

６．30 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○地方創生・日本創造への提言（案）について 

 

８．28 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○地方創生の達成に向けた議論（第１回） 

 

10．10 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○地方創生の達成に向けた議論（第２回） 

 

10．24 

本部会合 

（書面開催） 

○地方創生・日本創造への提言（案）について 

 

５．東日本大震災復興協力本部の開催状況 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７． 

６．13 

第１９回幹事会 

（書面開催） 

○東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための

提言（案）について 

 

６．デジタル社会推進本部の開催状況 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７． 

６.17 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○デジタル社会の実現に向けた提言（案）について 

10.30 本部会合 

（書面開催） 

○デジタル社会の実現に向けた提言（案）について 

 

７．脱炭素・地球温暖化対策本部の開催状況 

年 月 日 会 議 名 協  議  内  容 

令和７. 

６.23 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○脱炭素社会の実現に向けた対策の推進に関する提言

（案）について 

○「脱炭素・地球温暖化対策行動宣言」に対する各都

道府県の取組状況の共有や取組事例の紹介 
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○活動報告（地域脱炭素に関する国と地方の意見交換

会） 

11.４ 本部会合 

（書面開催） 

○地域脱炭素移行の加速化に関する提言（案）につい

て 

 

８．大阪・関西万博（２０２５年日本国際博覧会）推進本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協    議   内    容 

  令和７年度の会議開催なし 

※ 令和７年 10 月 14 日に本部廃止 

 

９．子ども・子育て政策推進本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協    議   内    容 

令和７. 

６．20 

第３回研究会 

（ＷＥＢ開催） 

○第３回研究会の論点等について 

○講演（東京大学大学院経済学研究科教授山口慎太郎

氏より講演「子ども・子育て支援は次世代への投

資」） 

 

７．４ 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○意見交換会（公益財団法人あすのば代表理事小河光

治氏より講演「こどもの貧困解消に向けて」） 

○子どもの声を反映した政策の推進と国地方の協働強

化に関する提言（案）について 

○国への要請項目について 

○「少子化の観点から結婚や子どもの法的保護等を巡

る現状と課題について考える研究会」の中間報告に

ついて 

10．23 第４回研究会 

（ＷＥＢ開催） 

○諸外国における家族政策について 

○講演（フランス在住ライター髙崎順子氏より講演

「フランス社会における家族制度の実情と少子化施

策の現状について」） 

○講演（大阪大学大学院人文学研究科教授高橋美恵子

氏より講演「スウェーデンにおける子育て支援と家

族政策―多様な家族を支える仕組みと課題」） 

11．６ 本部会合 

（書面開催） 

○こどもの教育・保育環境整備のための補助・交付金

事業に係る緊急提言（案）について 

12．11 本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○いわゆる教育の無償化について 

２．24 第５回研究会 

（ＷＥＢ開催） 

○研究会での議論を踏まえた課題・論点の整理 

○報告書素案への有識者からの講評 

 

10．人口戦略対策本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協    議   内    容 

令和７． 

７．９ 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○人口減少問題を克服し希望ある未来の創造に向けた

緊急提言（案）について 
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11．男女共同参画推進本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協    議   内    容 

  令和７年度の会議開催なし 

 

12．アジア・アジパラ競技大会推進本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協    議   内    容 

令和７. 

12.25 

本部会合 

（ＷＥＢ開催） 

○公益財団法人アジア・アジアパラ競技大会組織委員

会から開催準備の進捗状況についての説明 

○各自治体における大会に向けた取組みの紹介や意見

交換 

令和８. 

１.29 

本部会合 

（書面開催） 

○第２０回アジア競技大会及び第５回アジアパラ競技

大会を契機とした更なる地域活性化に向けた緊急提

言（案）について 

 

13．ウクライナ避難民受入に関する連絡調整本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協    議   内    容 

  令和７年度の会議開催なし 

 

14．くらしの安心確立調整本部の開催状況 

年 月 日 会  議  名 協  議  内  容 

  令和７年度の会議開催なし 

 

15．地方六団体（地方自治確立対策協議会）の主な活動状況 

年 月 日 事     項 内              容 

令和７． 

５．27 

国と地方の協議の

場（第１回） 

○「骨太方針」の策定等について 

○地方創生２．０について 

６. 24 地方創生に関する

地方六団体との意

見交換会 

○地方創生２．０基本構想について 

８．27 自由民主党総務部

会関係合同会議 

○令和８年度予算概算要求等について 

 

11. 12 

 

自由民主党予算・

税制等に関する政

策懇談会 

○自治関係団体からの要望聴取・意見交換 

11．14 

 

国と地方の協議の

場（第２回） 

○地域未来戦略及び地方分権改革の推進について 

○物価高対策について 

12. ５ 地方創生に関する

地方六団体との意

見交換会 

○令和７年度補正予算、令和８年度概算要求及び税制

改正について 

○地域未来戦略の推進に向けて 

12. 16 国と地方の協議の

場（第３回） 

○令和８年度予算編成及び地方財政対策について 
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12．19 自由民主党総務部

会関係・消防議員

連盟 合同会議 

○令和８年度当初予算案（総務部会関係）について 

○令和８年度地方財政対策について 

○令和８年度予算 総務部会における最重点項目につ

いて 

○令和８年度消防庁予算案及び令和７年版消防白書に

ついて 

12．23 自由民主党総務部

会関係合同会議 

○令和８年度総務部会関係予算折衝状況報告について 

12. 26 地方六団体共同声

明 

○令和７年度地方財政対策についての共同声明 

 

16．全国知事会要望・声明等一覧 

年 月 日 件     名     等 

令和７年 

４．９ 

杉本総務常任委員会委員長（福井県知事）及び平井全国知事会副会長

（鳥取県知事）は、西田公明党幹事長兼政治改革本部長、古川総務大臣政

務官、逢沢自由民主党選挙制度調査会長及び豊田参議院政治改革に関する

特別委員会委員長に対し、「公明かつ適正な選挙の確保に向けた提言」に

係る要請活動を実施 

４．22 達増農林商工常任委員会委員長（岩手県知事）及び新田農林水産物輸出

拡大プロジェクトチームリーダー（富山県知事）は、江藤農林水産大臣及

び国定内閣府大臣政務官に対し、「米国による相互関税等に関する緊急要

請」について、要請活動を実施 

４．22 達増農林商工常任委員会委員長（岩手県知事）は、加藤経済産業大臣政

務官に対し、「米国による相互関税等に関する緊急要請」の要請活動を実

施 

４. 23 大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）は、あべ文部科学

大臣に対し、「いわゆる「高校無償化」に関する緊急提言」に係る要請活

動を実施 

４．23 阿部全国知事会国民運動本部長（長野県知事）は、自由民主党、立憲民

主党、公明党、日本維新の会、国民民主党に対し、「持続可能で活力ある

日本と地域を実現するための提言」に関する要請活動を実施 

５．８ 村井全国知事会会長（宮城県知事）及び黒岩危機管理・防災特別委員会

委員長（神奈川県知事）は、北朝鮮による弾道ミサイルの発射に対し、厳

重な抗議の意を表するため、声明を発表 

５．９ 村井全国知事会長（宮城県知事）、全国市長会長及び全国町村会長は、

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律（第十五次地方分権一括法）」が成立したことにつ

いて、共同で声明を発表 

５．15 村井全国知事会会長（宮城県知事）及び内堀社会保障常任委員会委員長

（福島県知事）は、仁木厚生労働副大臣に対し、「社会経済情勢を適切に

反映した診療報酬改定等に関する緊急要望」について要請活動を実施 

６．３ 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、森山自由民主党幹事長、
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小野寺自由民主党政務調査会長に対し、「消費税に関する緊急提言」につ

いて要請活動を実施 

６．４ 吉村男女共同参画プロジェクトチームリーダー（山形県知事）は、三原 

内閣府特命担当大臣（男女共同参画）に対し、「第６次男女共同参画基本

計画に関する提言」について要請活動を実施 

６．６ 村井全国知事会長（宮城県知事）は、浜口国民民主党政務調査会長、ま

えはら日本維新の会共同代表、中司日本維新の会国会議員団幹事長代行、

重徳立憲民主党政務調査会長、斉藤公明党代表、岡本公明党政務調査会長

に対し、「消費税に関する緊急提言」について要請活動を実施 

６．13 村井全国知事会会長（宮城県知事）は、「経済財政運営と改革の基本方

針2025」及び「地方創生２．０基本構想」が閣議決定されたことを受け、

コメントを発表 

７．８ 八重樫農林商工常任委員会委員長代理（岩手県副知事）、河合農林商工

常任委員会副委員長代理（愛知県東京事務所長）、岩下農林商工常任委員

会委員代理（茨城県副知事）、熊谷千葉県知事は、金子防衛大臣政務官及

び庄子農林水産大臣政務官に対し、「高病原性鳥インフルエンザ対応に関

する緊急要請」について、要請活動を実施 

７．28 杉本総務常任委員会委員長（福井県知事）及び平井全国知事会副会長

（鳥取県知事）は、西田公明党幹事長兼政治改革本部長、冨樫総務副大臣

及び渡辺 衆議院政治改革に関する特別委員会委員長に対し、「民主主義

と地方自治の基盤である公明かつ適正な選挙の確保に関する緊急提言」に

係る要請活動を実施 

７．29 花角国土交通・観光常任委員会委員長（新潟県知事）は、「国土強靱化

の推進、交通ネットワークの整備・維持及び持続可能な観光立国の実現に

向けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（国土交通・観光関係）」について、山本国土強靱化推進室次長、西田公

明党幹事長、赤羽公明党国土交通部会顧問、中川公明党国土交通部会部会

長代理、中野国土交通大臣、斎藤財務副大臣、梶山自由民主党国土強靱化

推進本部本部長代行に要請活動を実施 

７．30 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、後藤自由民主党税制調査

会小委員長及び森山自由民主党幹事長に対し、「地方税財源の確保・充実

等に関する提言」について要請活動を実施 

７．30 鈴木外国人の受入と多文化共生社会実現プロジェクトチームリーダー

（静岡県知事）は、鈴木法務大臣及び青木内閣官房副長官に対し、「外国

人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」について、要請活動を実施 

７．31 湯﨑地方分権推進特別委員会委員長（広島県知事）は、古川総務大臣政

務官に対し、「地方分権改革の推進について」の要請活動を実施 

７．31 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、宮沢自由民主党税制調査

会長、小野寺自由民主党政務調査会長、冨樫総務副大臣、加藤財務大臣、

西田公明党幹事長、岡本公明党政務調査会長及び赤羽公明党税制調査会長

に対し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」について要請活動を

実施 

８．１ 湯﨑地方分権推進特別委員会委員長（広島県知事）は、伊東地方創生担
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当大臣に対し、「地方分権改革の推進について」の要請活動を実施 

８．４ 村岡デジタル社会推進本部長（山口県知事）は、平デジタル大臣・デジ

タル行財政改革担当大臣に対し、「デジタル社会の実現に向けた提言」に

ついて要請活動を実施 

８．４ 中村原子力発電対策特別委員会委員長（愛媛県知事）は、金子原子力規

制庁長官に対し、「原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言」

について、要請活動を実施 

８．４ 三日月子ども・子育て政策推進本部長（滋賀県知事）は、武部文部科学

副大臣に対し、「子どもの声を反映した政策の推進と国地方の協働強化に

関する提言」について、要請活動を実施 

８．４ 達増農林商工常任委員会委員長（岩手県知事）及び折原山形県知事代理

（山形県副知事）は、小泉農林水産大臣に対し、「米の安定的な供給と適

正な価格形成に向けた緊急提言」、「米国による関税措置に関する提

言」、「ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言」及び「令和

８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（農林水産関係）」につい

て、要請活動を実施 

８．４ 達増農林商工常任委員会委員長（岩手県知事）は、加藤経済産業大臣政

務官に対し、「米国による関税措置に関する提言」、「ＬＸで切り拓く持

続可能な経済の実現に向けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算

に関する提案・要望（商工労働関係）」について、安藤厚生労働大臣政務

官に対し、「ＬＸで切り拓く持続可能な経済の実現に向けた提言」及び

「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（商工労働関係）」

について、国定内閣府大臣政務官に対し、「米国による関税措置に関する

提言」について要請活動を実施 

８．４ 中村地方創生・日本創造本部長（愛媛県知事）は、古屋自由民主党社会

機能移転分散型国づくり推進本部長、伊東地方創生、新しい地方経済・生

活環境創生担当大臣に「地方創生・日本創造への提言」に関する要請活動

を実施 

８．５ 中村地方創生・日本創造本部長（愛媛県知事）は、山口自由民主党新地

方創生本部長に対し、「地方創生・日本創造への提言」に関する要請活動

を実施 

８．５ 中村原子力発電対策特別委員会委員長（愛媛県知事）は、加藤経済産業

大臣政務官、城内内閣府特命担当大臣（科学技術政策）、及び勝目内閣府

大臣政務官（原子力防災）に対し、「原子力発電所の安全対策及び防災対

策に対する提言」について、要請活動を実施 

８．５ 新田農林水産物輸出拡大プロジェクトチームリーダー（富山県知事）

は、小泉農林水産大臣に対し、「農林水産物の輸出拡大に向けた提言」に

ついて、要請活動を実施 

８．５ 村岡デジタル社会推進本部長（山口県知事）は、古川総務大臣政務官に

対し、「デジタル社会の実現に向けた提言」について要請活動を実施 

８．６ 大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）は、武部文部科学

副大臣に「教師を取り巻く環境整備に関する方策の推進について」、「地

方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校や大学等の機能強化・振興
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について」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（文

教関係）」についての要請活動を実施 

８．７ 平井人口戦略対策本部長（鳥取県知事）は、渡辺子ども家庭庁長官、原 

総務省事務次官に対し、「人口減少問題を克服し希望ある未来の創造に向

けた緊急提言」に係る要請活動を実施 

８．８ 平井人口戦略対策本部長（鳥取県知事）は、伊東地方創生担当大臣、金

城文部科学大臣政務官に対し、「人口減少問題を克服し希望ある未来の創

造に向けた緊急提言」に係る要請活動を実施 

８．８ 大野東日本大震災復興協力本部本部長（埼玉県知事）、内堀福島県知

事、高橋岩手県東京事務所長、鈴木宮城県東京事務所副所長は、伊藤復興

大臣に対し、「東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための提言」

について、要請活動を実施 

８．８ 吉村男女共同参画プロジェクトチームリーダー（山形県知事）は、安藤 

厚生労働大臣政務官、友納内閣府大臣政務官に対し、「ジェンダー平等の

実現に向けた提言」について、要請活動を実施 

８．15 黒岩危機管理・防災特別委員会委員長（神奈川県知事）は、青木官房副

長官に対し、「緊迫度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更なる充実

に係る提言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（災害対策・国民保護関係）」について、要請活動を実施 

８．15 黒岩危機管理・防災特別委員会委員長（神奈川県知事）は、古川総務大

臣政務官に対し、「大規模災害への対応力強化に向けた提言」及び「令

和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（災害対策・国民保護

関係）」について、要請活動を実施 

８．18 福田脱炭素・地球温暖化対策本部本部長 兼 環境・エネルギー常任委員

会委員長（栃木県知事）は、高橋国土交通副大臣、古賀経済産業副大臣、

小林環境副大臣、五十嵐環境大臣政務官、古川総務大臣政務官に対し、

「脱炭素社会の実現に向けた対策の推進に関する提言」及び「令和８年度

国の施策並びに予算に関する提案・要望（環境・エネルギー関係）」につ

いて、要請活動を実施 

８．18 三日月子ども・子育て政策推進本部長（滋賀県知事）は、友納内閣府大

臣政務官に対し、「子どもの声を反映した政策の推進と国地方の協働強化

に関する提言」について、要請活動を実施 

８．19 中島全国知事会事務総長（黒岩危機管理・防災特別委員会委員長（神奈

川県知事）の代理）は、横山内閣府政策統括官（防災担当）に対し、「大

規模災害への対応力強化に向けた提言」及び「令和８年度国の施策並びに

予算に関する提案・要望（災害対策・国民保護関係）」について、要請活

動を実施 

８．20 内堀社会保障常任委員会委員長（福島県知事）は、仁木厚生労働副大臣

に対し、「２０４０年を見据えた医療・介護提供体制の構築に向けた提

言」及び「令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（社会保障

関係）」について要請活動を実施 

８．21 伊原木総合戦略特別委員会委員長（岡山県知事）、平井鳥取県知事、後

藤田徳島県知事、濵田高知県知事、大谷島根県東京事務所長及び澤田高知
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県東京事務所長は、古川国民民主党政治改革行政改革推進本部長、竹詰 

国民民主党政治改革行政改革推進本部事務局長、岡田自由民主党憲法改正

実現本部事務総長代行、関口参議院議長、三浦公明党選挙対策委員長、谷

合公明党参議院議員、平林公明党衆議院議員、原田公明党参議院議員、枝

野衆議院憲法審査会会長、重徳立憲民主党政務調査会長及び額賀衆議院議

長に対し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」に係る要請活

動を実施 

８．25 小池国産木材活用プロジェクトチームリーダー（東京都知事）は、小泉

農林水産大臣及びあべ文部科学大臣に対し、「国産木材の需要拡大に向け

た提言」について要請活動を実施 

８．27 全国知事会（村井会長（宮城県））、全国都道府県議会議長会（荒巻副

会長（京都府））、全国市長会（伊木副会長（鳥取県米子市））、全国市

議会議長会（松井地方財政委員長（兵庫県豊岡市））、全国町村会（棚野

会長（北海道白糠町））、全国町村議会議長会（中本会長（広島県安芸太

田町））及び指定都市市長会（今西神戸市副市長）が共同で、西田公明党

幹事長、赤羽公明党税制調査会長、宮沢自由民主党税制調査会長、森山自

由民主党幹事長、後藤自由民主党税制調査会小委員長に対し、『いわゆる

「ガソリンの暫定税率」廃止に関する緊急提言』について要請活動を実施 

９．３ 全国知事会（阿部会長（長野県））、全国都道府県議会議長会（竹内副

会長（静岡県））、全国市長会（吉田副会長（埼玉県本庄市））、全国市

議会議長会（丸子会長（山形県山形市））、全国町村会（岩田副会長（千

葉県東庄町））、全国町村議会議長会（中本会長（広島県安芸太田町））

が共同で、斎藤 日本維新の会政務調査会長、重徳 立憲民主党政務調査会

長、辰巳 日本共産党衆議院国会対策副委員長、山添 日本共産党政策委員

長に対し、『いわゆる「ガソリンの暫定税率」廃止に関する緊急提言』に

ついて要請活動を実施 

９．４ ９月４日、全国知事会（阿部会長（長野県））、全国市議会議長会（池

田副会長（新潟県長岡市））、全国町村会（井上財政委員長（埼玉県毛呂

山町））、全国町村議会議長会（中本会長（広島県安芸太田町））、指定

都市市長会（習田事務局長）が共同で、浜口 国民民主党政務調査会長に

対し、『いわゆる「ガソリンの暫定税率」廃止に関する緊急提言』につい

て要請活動を実施  

９．７ 阿部全国知事会会長（長野県知事）は、石破総理の辞任会見を受けてコ

メントを発表 

９. 19 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び三日月国民運動本部長（滋賀県

知事）は、岡本公明党政務調査会長、山添日本共産党政策委員長、斎藤ア

レックス日本維新の会政務調査会長、安藤参政党幹事長兼政務調査会長及

び本庄立憲民主党政務調査会長並びに自由民主党総裁候補の小林衆議院議

員、小泉衆議院議員、高市衆議院議員及び茂木衆議院議員に対し、「持続

可能で活力ある日本と地域を実現するための提言アンケート」に関する要

請活動を実施 

また、要請活動に先立ち、阿部全国知事会会長（長野県知事）及び三日

月全国知事会国民運動本部長（滋賀県知事）が、今回の要請活動の趣旨等
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について記者会見を実施 

10. １ 国民運動本部は、各政党及び自由民主党総裁選挙立候補者に対する「持

続可能で活力ある日本と地域を実現するための提言アンケート」への回答

結果を公表  

10．４ 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び三日月国民運動本部長（滋賀県

知事）は、自由民主党総裁選挙における高市自由民主党総裁選出を受け、

コメントを発表 

10．21 地方六団体（全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市長会、全国

市議会議長会、全国町村会、全国町村議会議長会）は、高市新内閣の発足

を受け、コメントを発表 

10．28 達増農林商工常任委員会委員長（岩手県知事）は、越智経済産業大臣政

務官に対し、「中小企業等の賃上げ環境整備に関する緊急要望」につい

て、要請活動を実施 

11．５ 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、木原官房長官、鈴木自由

民主党幹事長、梶原総務大臣政務官、高橋財務大臣政務官及び斎藤日本維

新の会政務調査会長に対し、「総合経済対策に向けた提言」及び「令和８

年度税財政等に関する提案」について要請活動を実施 

11．５ 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は金子内閣府大臣政務官に対

し、「総合経済対策に向けた提言」について要請活動を実施 

11．７ 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び黒岩危機管理・防災特別委員会

委員長（神奈川県知事）は、北朝鮮による弾道ミサイルの発射に対し、厳

重な抗議の意を表するため、声明を発表 

11．11 内堀社会保障常任委員会委員長（福島県知事）は、仁木厚生労働副大臣

に対し、「地域医療及び介護・福祉サービス提供体制の維持・確保に向け

た緊急提言」について要請活動を実施 

11．12 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、石田自由民主党税制調査

会副会長、上月自由民主党税制調査会幹事及び山際自由民主党税制調査会

小委員長に対し、「令和８年度税財政等に関する提案」について要請活動

を実施 

11．13 大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）は、中村文部科学

副大臣に対し、「地域医療における大学病院の機能強化と経営支援に向け

た緊急提言」、「地域社会を支える国立大学の基盤的経費拡充に向けた緊

急提言」及び「高校・大学等の一貫した改革による、イノベーション創出

や地方創生等を担う人材育成の強化に向けた緊急提言」について要請活動

を実施 

11．13 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、古川内閣府大臣政務官、

浜口国民民主党政務調査会長、本庄立憲民主党政務調査会長、岡本公明党

政務調査会長、後藤自由民主党税制調査会小委員長代理、小林自由民主党

政務調査会長及び有村自由民主党総務会長に対し、「総合経済対策に向け

た提言」及び「令和８年度税財政等に関する提案」について要請活動を実

施 

11．13 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、後藤自由民主党税制調査

会小委員長代理、松島自由民主党税制調査会副会長及び小野寺自由民主党
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税制調査会長、に対し、「令和８年度税財政等に関する提案」について要

請活動を実施 

11．13 花角国土交通・観光常任委員会委員長（新潟県知事）は、「国土強靱化

の推進、交通ネットワークの整備・維持及び持続可能な観光立国の実現に

向けた提言」について、鈴木自由民主党幹事長、加藤国土交通大臣政務

官、古川内閣府大臣政務官に要請活動を実施 

11．14 熊谷子ども・子育て政策推進本部長（千葉県知事）は、福田文部科学大

臣政務官に対し、「こどもの教育・保育環境整備のための補助・交付金事

業に係る緊急提言」について要請活動を実施 

11．17 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、鈴木自由民主党総務部会

長に対し、「総合経済対策に向けた提言」及び「令和８年度税財政等に関

する提案」について要請活動を実施 

11．17 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、坂本自由民主党地方税勉

強会代表世話人に対し、「令和８年度税財政等に関する提案」について要

請活動を実施 

11．18 杉本総務常任委員会委員長（福井県知事）は、出口総務省自治財政局長

に対し、「自治医科大学都道府県負担金の改定に伴う地方財政措置の拡充

に関する要望」に係る要請活動を実施 

11．18 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び平井人口戦略対策本部本部長

（鳥取県知事）は、「人口戦略本部」の設置が閣議決定されたことを受

け、コメントを発表 

11．19 杉本総務常任委員会委員長（福井県知事）及び平井全国知事会副会長

（鳥取県知事）は、櫻井充参議院政治改革に関する特別委員会委員長と面

会し、「民主主義と地方自治の基盤である公明かつ適正な選挙の確保に関

する緊急提言」について意見交換を実施 

11．21 熊谷子ども・子育て政策推進本部長（千葉県知事）は、津島内閣府副大

臣に対し、「こどもの教育・保育環境整備のための補助・交付金事業に係

る緊急提言」について要請活動を実施 

11．21 阿部全国知事会会長（長野県知事）、杉本総務常任委員会委員長（福井

県知事）、河野地方税財政常任委員会委員長（宮崎県知事）、達増農林商

工常任委員会委員会委員長（岩手県知事）、花角国土交通・観光常任委員

会委員長（新潟県知事）、内堀社会保障常任委員会委員長（福島県知

事）、大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）、中村地方創

生・日本創造本部本部長(愛媛県知事)、村岡デジタル推進本部本部長(山

口県知事) 、福田脱炭素・地球温暖化対策本部本部長(栃木県知事) 、熊

谷子ども・子育て政策進本部本部長(千葉県知事)、吉村男女共同参画推進

本部本部長(山形県知事)は、「「強い経済」を実現する総合経済対策」が

閣議決定されたことを受け、連名でコメントを発表 

11．25 伊原木総合戦略特別委員会委員長（岡山県知事）、平井鳥取県知事、濵

田高知県知事、大谷島根県東京事務所長及び大西徳島県東京本部長は、長

浜参議院憲法審査会会長に対し、「参議院選挙における合区の解消に関す

る決議」に係る要請活動を実施 

12．２ 平井人口戦略対策本部長（鳥取県知事）は、城内全世代型社会保障改革
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担当大臣に対し、「政府の人口戦略推進に関する緊急申入れ」を実施 

12．４ 河野地方税財政常任委員長（宮崎県知事）は、赤羽公明党税制調査会会

長及び中川公明党国会対策委員長、梅村日本維新の会税制調査会会長に対

し、「令和８年度税財政等に関する提案」について要請活動を実施 

12．８ 長崎地方創生・日本創造本部副本部長兼幹事長（山梨県知事）が、地方

創生・日本創造への提言の取りまとめまでの経緯やポイントについて、記

者会見を実施 

12．９ 阿部全国知事会会長（長野県知事）、大村文教・スポーツ常任委員会委

員長（愛知県知事）及び熊谷子ども・子育て政策進本部本部長（千葉県知

事）は、自由民主党・公明党・日本維新の会による「無償化を含む、多様

で質の高い教育の在り方に関する検討チーム」から、全国知事会に対し、

いわゆる教育無償化について説明があったことを受け、コメントを発表 

12．11 大村文教・スポーツ常任委員会委員長（愛知県知事）は、松本文部科学

大臣に対し、「いわゆる高校無償化を契機とした高校・大学等の改革によ

る人材育成の強化について」に係る要請活動を実施 

12. 11 中村地方創生・日本創造本部長（愛媛県知事）は、古屋自由民主党社会

機能移転分散型国づくり推進本部長、山口自由民主党地域未来戦略本部

長、黄川田地方創生担当、地域未来戦略担当大臣に対し、「地方創生・日

本創造への提言」に関する要請活動を実施 

12．12 熊谷子ども・子育て政策推進本部長（千葉県知事）、三日月国民運動本

部長（滋賀県知事）、平井人口戦略対策本部長（鳥取県知事）は、自由民

主党・公明党・日本維新の会による「無償化を含む、多様で質の高い教育

の在り方に関する検討チーム」の意見交換に出席し、「いわゆる教育の無

償化に関する意見」を提出 

12．15 村岡デジタル社会推進本部長（山口県知事）は、今枝デジタル副大臣・

デジタル行財政改革担当副大臣に対し、「デジタル社会の実現に向けた提

言」について要請活動を実施 

12．17 村岡デジタル社会推進本部長（山口県知事）は、林総務大臣に対し、

「デジタル社会の実現に向けた提言」について要請活動を実施 

12. 17 達増農林商工常任委員会委員長（岩手県知事）は、広瀬農林水産大臣政

務官に対し、「食料安定供給の確保に向けた水田政策等の充実・強化に関

する提言」に係る要請活動を実施 

12. 18 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び熊谷子ども・子育て政策推進本

部長（千葉県知事）は、文部科学省、総務省、財務省に「いわゆる教育の

無償化に関する意見」を提出 

12. 19 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び河野地方税財政常任委員会委員

長（宮崎県知事）は、自由民主党と日本維新の会が「令和８年度税制改正

大綱」を決定したことを受け、コメントを発表 

12. 23 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び中村地方創生・日本創造本部長

（愛媛県知事）は、「地方創生に関する総合戦略」が閣議決定されたこと

を受け、連名でコメントを発表 

12. 23 阿部全国知事会会長（長野県知事）、全国市長会会長及び全国町村会会

長は、｢令和７年の地方からの提案等に関する対応方針｣が閣議決定された
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ことを受け、声明を発表 

12. 26 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び河野地方税財政常任委員長（宮

崎県知事）は、国の令和８年度予算案の決定を受け、コメントを発表 

令和８年 

１．４ 

阿部全国知事会会長（長野県知事）及び黒岩危機管理・防災特別委員会

委員長（神奈川県知事）は、北朝鮮による弾道ミサイルの発射に対し、厳

重な抗議の意を表するため、声明を発表 

   １. 19 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び三日月全国知事会国民運動本部

長（滋賀県知事）は、自由民主党、立憲民主党・公明党、日本維新の会及

び国民民主党に対し、「持続可能で活力ある日本と地域を実現するための

提言アンケート」に関する要請活動を実施 

また、要請活動に先立ち、阿部全国知事会会長（長野県知事）及び三日

月全国知事会国民運動本部長（滋賀県知事）が、今回の要請活動の趣旨等

について記者会見を実施 

１. 26 国民運動本部は、衆議院議員総選挙に向けた「持続可能で活力ある日本

と地域を実現するための提言アンケート」への回答結果を公表 

１. 27 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び黒岩危機管理・防災特別委員会

委員長（神奈川県知事）は、北朝鮮による弾道ミサイルの発射に対し、厳

重な抗議の意を表するため、声明を発表 

２．10 伊原木総合戦略特別委員会委員長（岡山県知事）、中原鳥取県副知事、

大谷島根県東京事務所長、大西徳島県東京本部長及び澤田高知県東京事務

所長は、石井参議院改革協議会座長に対し、「参議院選挙における合区の

解消に関する決議」に係る要請活動を実施 

２．18 地方六団体（全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市長会、全国

市議会議長会、全国町村会、全国町村議長会）は、第２次高市内閣発足を

受け、コメントを発表 

３．12 大村アジア・アジアパラ競技大会推進本部副本部長（愛知県知事）は、

中村文部科学副大臣に対し、「第 20 回アジア競技大会及び第５回アジア

パラ競技大会を契機とした更なる地域活性化に向けた緊急提言」について

要請活動を実施 

３．14 阿部全国知事会会長（長野県知事）及び黒岩危機管理・防災特別委員会

委員長（神奈川県知事）は、北朝鮮による弾道ミサイルの発射に対し、厳

重な抗議の意を表するため、声明を発表 

 


